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要 旨 
 文部省（現文部科学省）の測地学審議会が，1952
年に建設大臣（現国土交通大臣）宛てに国内外の重

力測定を推進するため「重力測定等のための国際基

準点設定について」建議したことを受けて，国土地

理院の前身である地理調査所は，日本の重力の測定

を開始した．重力測量は，現在まで，広く国内に重

力の基準を整備し，維持することを目的に続いてい

る．国土地理院は，基準となる重力点を設けて日本

の重力の基準を構築，維持するとともに，水準点や

三角点などの国家基準点等で重力測量を行い日本の

重力分布を把握してきた． 
この建議は，測地学における国際協力の重要性を

認識して，日本の重力を世界と結合して地球の形状

を把握することを目的に，国際的に統一された重力

の基準に準拠して地理調査所が国内外で重力の測定

を行うというものである．また，重力測量は，国土

に重力の基準を与えるとともに，重力分布を把握し

て正確な標高を決定することによって，測量法に基

づいて国土に正確な位置と高さの基準を与えるとい

う国土地理院の使命の遂行に不可欠である．国土地

理院は，重力測量によって高さと重力の正確な基準

を維持するために，絶え間なく進歩する重力の測定

技術や高度化する機器を重力測量に取り入れ，国際

的に整合した高精度な重力値を国土に展開すること

を継続してきた．また，重力分布は標高の基準とな

るジオイド・モデルの構築に必須であることから，

衛星測位の発展に伴うジオイド・モデルを用いた標

高決定への需要拡大を受けて，高さの基盤の整備を

実現する重力測量の意義が高まっている．国土地理

院が 60 年以上実施してきた重力測量について，測

定機器の性能，観測技術及び達成精度を述べるとと

もに，社会的な意義を解説する． 
 
1. はじめに 
 地球上の物体に働く重力は，地球質量による万有

引力と地球の自転による遠心力の合力からなる．地
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球の自転による遠心力は，地球の回転軸に直交して

外向きに働き引力を弱める方向に働く．地球の形状

は赤道方向に膨れた回転楕円体で近似されることか

ら，重力は北極・南極で最大，赤道で最小となる．

また，重力の働く方向は赤道と極を除いて地球の中

心を向かない．そして，重力が働く方向に直交する

面を水平面と定義している． 
陸上で重力を測る方法は，大きく絶対重力測定と

相対重力測定の二つに分けることができる．前者は

測定点の重力値を測定する方法，後者は測定点間の

重力の差を求める方法である．現在，国土地理院で

は，絶対重力測定によって基準点の重力値を決定す

る一連の作業を基準重力測量と呼び，基準重力測量

で設置した基準点を基準重力点（FGS：Fundamental 
Gravity Station）と呼んでいる．一方，相対重力測定

では，ある地点の重力値を求めるために，重力値が

分かっている基準点からの重力の差を「相対重力計」

を用いて測定する．作業の手法と測量を行う基準点

の種類によって，一等重力測量と二等重力測量に分

けており，一等重力測量で設置した基準点を一等重

力点（GS：Gravity Station）と呼んでいる．二等重力

測量では，新たな重力点は設置せず，三角点，水準

点など既存の基準点を用いる．なお，一等重力測量

でも測定の諸条件を考慮して一等重力点を設置せず

水準点等を用いる場合がある． 
絶対重力測定では，測定値から潮汐，極運動，大

気圧変化などで生じる重力の変化を取り除いた重力

値を基準の値とする．一方，相対重力測定では，基

準重力点を基準にして，適切な路線を設け，その路

線上に重力点を設けて路線上の重力点の重力差を求

め，路線の網平均計算の結果から重力点の重力値を

求める．このように，相対重力測定を実施した路線

に対して網平均計算を行うことで，測定値を結合し

て求めた一連の重力の最確値を重力基準網と呼んで

いる．重力基準網を構成する全ての重力値は基準に

用いた重力値に準拠させるため，国際標準と整合し

た網を国内に展開するためには国際的な基準に準拠
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する重力値を基準とすることが重要であり，日本の

重力基準網も国際標準を基準に構築されている．こ

れにより，地球規模で整合した精密な重力分布を把

握することが可能となる． 
日本の重力基準網は，国際標準，観測技術及び機

器の高度化に伴って高精度化が図られてきた．国土

地 理 院 は ， 1976 年 に 国 際 重 力 基 準 網 1971
（International Gravity Standardization Net 1971，以下

「IGSN71」という．）に準拠した日本重力基準網 1975
（The Japan Gravity Standardization Net. 1975，以下

「JGSN75」という．）を構築した．JGSN75 は，長く

日本の基準として用いられてきたが，技術や機器な

どの高度化に伴ってさらに精度の良い重力基準網の

構築が可能となったため，国土地理院は，2016 年に

新しい重力基準網「日本重力基準網 2016（The Japan 
Gravity Standardization Net. 2016，以下「JGSN2016」
という．）」（吉田ほか，2018）の構築を行った．

JGSN2016 は，国際比較観測と整合する国土地理院

の FG5 絶対重力計で求めた基準重力点を基準とし

ているため，高精度な国際標準と整合する重力基準

網である． 
本稿では，国土地理院の重力測量の歴史を，1952

年の測量の開始から JGSN2016 の構築までの機器，

測定方法及び目的を中心に解説する． 
 
2. 重力測定の意義 
2.1 地球物理学的な意義 
 「重力を測る」ことには，様々な意義がある．重

力は，第 1 章で述べたように地球の形状と運動に応

じて不均一な空間分布を持つ．また，緯度，高さ，

地形，地下の質量分布の違いによって複雑な空間分

布を示す．さらには，時間の経過とともに変化する． 
「重力を測る」ことには，重力の空間分布や時間

変化を把握することによって地下構造を探索すると

いう地球物理学的な意義がある．重力分布から推定

された地下構造は，現在は地下の活断層の位置や形

状の推定などの研究に活用されるなど，地震や火山

防災の基礎資料となっている．また，重力分布から

地下資源や鉱床の分布が探査できることから，物理

探査の手段として産業的にも重要な意義を持ってい

る． 
 
2.2 標高決定に必要な重力値 
「重力を測る」ことは，地球の形状を把握する上

でも重要である．地球は幾何的には滑らかな回転楕

円体で近似することができるが，普段我々が用いる

物理的な「高さ」は重力に応じて表面の幾何的な高

低とずれるため，GNSS 測位や水準測量で幾何的な

高低を測定しただけでは決まらない．GNSS 測位で

求めた高さが同じ，すなわち幾何的には平坦で高さ

が同じ場所でも，一方で他方より重力が大きい場合

には物体は重力が大きいほうに移動することから，

物理学的な「高さ」は重力が大きい地点の方が低い

ことがわかる．我々に必要な正確な「高さ」は幾何

的な高さに重力を反映することではじめて求められ，

「高さ」の空間分布は重力の空間分布を把握するこ

とではじめて把握が可能となる．測地学では，重力

の測定は地球の形状，特に「高さ」とその変化を把

握するために重要な手段の一つである． 
我が国の標高には，長い間，「正規正標高（normal 

orthometric height）」が用いられてきた．これは，水

準路線に沿った詳細な重力分布が測定されていない

際に，回転楕円体の重力を用いた正規重力値を近似

的に用いて高さを求めるシステムである．日本はプ

レート境界に位置しているため，地形の起伏が激し

く，重力場の変動も大きいので，正規重力値によっ

て補正された標高は特に山岳部で系統的な誤差を有

していた（黒石，1998）．これに対して，水準点もし

くはその周辺で重力が測定されていれば，その場所

の重力の測定値を反映して正確な標高を求めること

が可能となる．こうして求めた標高を「正標高

（orthometric height）」と呼ぶ．国土地理院では 2002
年 4 月から施行された改正測量法を機に，正標高で

高さを記述するように改めた（黒石，2003）．近年で

は衛星測位技術の急速な発展に伴って，「高さ」の基

準面を高精度に決めることを可能とする高精度ジオ

イド・モデルの需要と利活用が高まっているため，

その構築に必要となる重力分布の稠密な測定の意義

が増大している． 
 

2.3 社会生活・経済活動への寄与 
社会・経済活動においても，「重力を測る」ことは，

重力に対する正確な基準を与える意義がある．例え

ば，商取引において商品を正確に授受するためには，

質量の正確な計測に基づいてどれだけの商品を授受

したかを把握する必要がある．正しい計測を可能と

するにははかりの正確な校正が必須であるが，はか

りの測定値は測定を行った場所の重力に応じて異な

る．そのため，測定を行った場所の正確な重力で校

正を行うことで初めてどのはかりで測定しても同じ

値を得ることが可能となる．気圧計など重力に依存

して測定値が異なる全ての計測機器において，正確

な重力で校正を行うことは機器同士が同じく正確で

あることを確認するためにも必要である．「重力を測

る」ことで整備される重力の正確な基準は，このよ

うな計量の基準を確保する上で社会生活には欠かせ

ない．「重力を測る」ことは，重力に影響を受ける全

ての社会・経済活動に等しく同じ基準を与える意義

を持っている． 
地球規模で協働が進む精密な地球観測でも，希少

金属や高額な薬品の取引など緻密な計測が必要とな

る経済活動でも，国際的に整合した正確な値を与え

るためには正確に「重力を測る」ことが必須である．

このように，近年「重力を測る」ことの意義はさら

に増している． 
 
3 重力測定の歴史 
3.1 重力測定の概要 

17 世紀，フランスの天文学者リシェ（Jean Richer）
は，緯度の違いによって振り子時計の進み方に遅れ

があることを発見し，これに基づいてニュートン

（Sir Isaac Newton）は，時計の遅れは気温差による

振り子の伸縮では説明がつかず，地球が楕円体であ

ることに起因すると考えた（萩原，1976）．振り子の

周期は重力の平方根に反比例することから，時計の

遅れは，重力が小さくなったこと，つまり，地球の

中心から遠くなったことによると考えたのである．  
「重力を測る」歴史は古く，例えば，フランスの

ボルダ（Jean-Charles de Borda）が考案した単振子は，

錘をつけた糸の長さと振子の周期から重力を求める

もので，近年も物理の実験などで利用されている．

この測定で得られる重力の精度は高々数十 mGal 程
度である2．1880 年頃からは，可逆振子を用いた重力

の測定が行われるようになった．日本では，1900 年

前後（明治時代中後期）に重力の測定が開始された．

この間，専ら振り子によって重力の測定が行われて

きたが，振り子がゆれる際に支点に生じる摩擦，振

り子の運動を妨げる空気の抵抗等が高精度の重力測

定に大きな壁となっていた．その後，スプリング式

の重力計の登場によって，1950 年代に簡便にかつ従

来に比べ精度良く「重力を測る」ことができる時代

が到来した．これにより空間的に稠密な測定が可能

となったことから，「重力を測る」ことに，重力の空

間分布から地下構造を探索するという地球物理学的

な意義が加わることとなった．重力分布から推定さ

れた地下構造は，現在は地下の活断層の位置や形状

の推定などに活用されるなど，地震や火山防災の基

礎資料となっている．また，重力分布から地下資源

や鉱床の分布が探査できることから，物理探査の手

段として産業的にも重要な意義がある．1980 年代以

降は，真空中で物体を投げ上げ又は落下させて重力

の絶対値を測定する機器が登場し，さらに重力測定

技術の高度化に伴って，重力の空間分布に加えて時

間変化が求められるようになった．ここに至って，

重力の空間分布は，「高さ」の測定に重要な役割を果

たすことが可能となった． 
 

                                                           
2 ミリガル．国際単位系（SI）では，重力加速度の単位は ms-2

で示されるが，Gal は政令で使用が認められている CGS 単位

3.2 ポツダム重力系 
 初めて国際的に広く合意された重力の基準は，国

際測地学協会（International Association Geodesy，以

下「IAG」という．）が 1909 年にロンドンで開催し

た第 16 回総会で採択したポツダム重力系である．

ポツダム重力系は，1898～1904 年にドイツのポツダ

ムにある測地研究所において振り子を用いて測定し

た重力基準点を原点とし，その重力値を最も信頼で

きる基準重力値と認め，世界各地の重力値をこれに

基づいて表すとした重力系である（中川，1994）．ポ

ツダム重力系の基準重力値は 981,274 ± 3 mGal であ

った．日本では，1899～1901 年に長岡半太郎らが東

京都の理科大学（東京大学理学部の前身）物理学教

室の地下実験室の重力点（以下「Tokyo-A」という．）

とポツダムとの間で重力振子（単振子ではなく，重

力を測定するために開発された特殊な振子）を用い

た重力測定による比較観測を行い，ポツダム重力系

に準拠した重力値が決定された（大久保，2009）．な

お，Tokyo-A は，1904 年 7 月 9 日に理科大学構内に

「基線尺室並振子室」が落成し，そこに移転したこ

とがわかっている（以下「Tokyo-B」という．）． 
1911 年，重力振子を用いてポツダムと重力比較測

定を行った Tokyo-A を含む世界 20 地点に対して，

最小自乗法の重力網平均計算でポツダム重力系に準

拠した重力値が定められた（Borrass, 1911）．世界の

重力網の基礎はここで確立され，各国でポツダム重

力系に準拠する重力基準網の構築が可能となった．

決定された東京の重力値は，979,801.2 ± 1.08 mGal で
あった（鈴木，1957）． 

 
3.3 国土地理院が日本の重力観測を担う背景 
日本では，1915 年までに文部省の測地学委員会

（現文部科学省科学技術・学術審議会測地学分科会）

が中心となって国内の 122 点で重力振子を用いた重

力測定を完了した（測量・地図百年史編集委員会，

1970）．なお，国土地理院の前身である参謀本部陸地

測量部も重力測定を計画して振子の素材である溶融

水晶を準備したが，第二次世界大戦に阻まれて実行

されなかった（鈴木，1967）． 
また，各地で行われた重力比較測定の結果からポ

ツダム重力系の誤差が明らかになったことを受けて，

国際測地学・地球物理学連合（International Union of 
Geodesy and Geophysics，以下「IUGG」という．）及

び IAG は，1951 年にブリュッセルで開催された第 9
回総会で，測地学における国際協力の重要性を認識

して IAG が重力測定事業を推進することを決議し

た．決議では，IAG のもとに国際的な重力測定を推

系．1 Gal = 1 cm/s2 = 10-2 m/s2．1m Gal = 10-3 Gal． 
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する重力値を基準とすることが重要であり，日本の

重力基準網も国際標準を基準に構築されている．こ

れにより，地球規模で整合した精密な重力分布を把

握することが可能となる． 
日本の重力基準網は，国際標準，観測技術及び機

器の高度化に伴って高精度化が図られてきた．国土

地 理 院 は ， 1976 年 に 国 際 重 力 基 準 網 1971
（International Gravity Standardization Net 1971，以下

「IGSN71」という．）に準拠した日本重力基準網 1975
（The Japan Gravity Standardization Net. 1975，以下

「JGSN75」という．）を構築した．JGSN75 は，長く

日本の基準として用いられてきたが，技術や機器な

どの高度化に伴ってさらに精度の良い重力基準網の

構築が可能となったため，国土地理院は，2016 年に

新しい重力基準網「日本重力基準網 2016（The Japan 
Gravity Standardization Net. 2016，以下「JGSN2016」
という．）」（吉田ほか，2018）の構築を行った．

JGSN2016 は，国際比較観測と整合する国土地理院

の FG5 絶対重力計で求めた基準重力点を基準とし

ているため，高精度な国際標準と整合する重力基準

網である． 
本稿では，国土地理院の重力測量の歴史を，1952

年の測量の開始から JGSN2016 の構築までの機器，

測定方法及び目的を中心に解説する． 
 
2. 重力測定の意義 
2.1 地球物理学的な意義 
 「重力を測る」ことには，様々な意義がある．重

力は，第 1 章で述べたように地球の形状と運動に応

じて不均一な空間分布を持つ．また，緯度，高さ，

地形，地下の質量分布の違いによって複雑な空間分

布を示す．さらには，時間の経過とともに変化する． 
「重力を測る」ことには，重力の空間分布や時間

変化を把握することによって地下構造を探索すると

いう地球物理学的な意義がある．重力分布から推定

された地下構造は，現在は地下の活断層の位置や形

状の推定などの研究に活用されるなど，地震や火山

防災の基礎資料となっている．また，重力分布から

地下資源や鉱床の分布が探査できることから，物理

探査の手段として産業的にも重要な意義を持ってい

る． 
 
2.2 標高決定に必要な重力値 

「重力を測る」ことは，地球の形状を把握する上

でも重要である．地球は幾何的には滑らかな回転楕

円体で近似することができるが，普段我々が用いる

物理的な「高さ」は重力に応じて表面の幾何的な高

低とずれるため，GNSS 測位や水準測量で幾何的な

高低を測定しただけでは決まらない．GNSS 測位で

求めた高さが同じ，すなわち幾何的には平坦で高さ

が同じ場所でも，一方で他方より重力が大きい場合

には物体は重力が大きいほうに移動することから，

物理学的な「高さ」は重力が大きい地点の方が低い

ことがわかる．我々に必要な正確な「高さ」は幾何

的な高さに重力を反映することではじめて求められ，

「高さ」の空間分布は重力の空間分布を把握するこ

とではじめて把握が可能となる．測地学では，重力

の測定は地球の形状，特に「高さ」とその変化を把

握するために重要な手段の一つである． 
我が国の標高には，長い間，「正規正標高（normal 

orthometric height）」が用いられてきた．これは，水

準路線に沿った詳細な重力分布が測定されていない

際に，回転楕円体の重力を用いた正規重力値を近似

的に用いて高さを求めるシステムである．日本はプ

レート境界に位置しているため，地形の起伏が激し

く，重力場の変動も大きいので，正規重力値によっ

て補正された標高は特に山岳部で系統的な誤差を有

していた（黒石，1998）．これに対して，水準点もし

くはその周辺で重力が測定されていれば，その場所

の重力の測定値を反映して正確な標高を求めること

が可能となる．こうして求めた標高を「正標高

（orthometric height）」と呼ぶ．国土地理院では 2002
年 4 月から施行された改正測量法を機に，正標高で

高さを記述するように改めた（黒石，2003）．近年で

は衛星測位技術の急速な発展に伴って，「高さ」の基

準面を高精度に決めることを可能とする高精度ジオ

イド・モデルの需要と利活用が高まっているため，

その構築に必要となる重力分布の稠密な測定の意義

が増大している． 
 

2.3 社会生活・経済活動への寄与 
社会・経済活動においても，「重力を測る」ことは，

重力に対する正確な基準を与える意義がある．例え

ば，商取引において商品を正確に授受するためには，

質量の正確な計測に基づいてどれだけの商品を授受

したかを把握する必要がある．正しい計測を可能と

するにははかりの正確な校正が必須であるが，はか

りの測定値は測定を行った場所の重力に応じて異な

る．そのため，測定を行った場所の正確な重力で校

正を行うことで初めてどのはかりで測定しても同じ

値を得ることが可能となる．気圧計など重力に依存

して測定値が異なる全ての計測機器において，正確

な重力で校正を行うことは機器同士が同じく正確で

あることを確認するためにも必要である．「重力を測

る」ことで整備される重力の正確な基準は，このよ

うな計量の基準を確保する上で社会生活には欠かせ

ない．「重力を測る」ことは，重力に影響を受ける全

ての社会・経済活動に等しく同じ基準を与える意義

を持っている． 
地球規模で協働が進む精密な地球観測でも，希少

金属や高額な薬品の取引など緻密な計測が必要とな

る経済活動でも，国際的に整合した正確な値を与え

るためには正確に「重力を測る」ことが必須である．

このように，近年「重力を測る」ことの意義はさら

に増している． 
 
3 重力測定の歴史 
3.1 重力測定の概要 

17 世紀，フランスの天文学者リシェ（Jean Richer）
は，緯度の違いによって振り子時計の進み方に遅れ

があることを発見し，これに基づいてニュートン

（Sir Isaac Newton）は，時計の遅れは気温差による

振り子の伸縮では説明がつかず，地球が楕円体であ

ることに起因すると考えた（萩原，1976）．振り子の

周期は重力の平方根に反比例することから，時計の

遅れは，重力が小さくなったこと，つまり，地球の

中心から遠くなったことによると考えたのである．  
「重力を測る」歴史は古く，例えば，フランスの

ボルダ（Jean-Charles de Borda）が考案した単振子は，

錘をつけた糸の長さと振子の周期から重力を求める

もので，近年も物理の実験などで利用されている．

この測定で得られる重力の精度は高々数十 mGal 程
度である2．1880 年頃からは，可逆振子を用いた重力

の測定が行われるようになった．日本では，1900 年

前後（明治時代中後期）に重力の測定が開始された．

この間，専ら振り子によって重力の測定が行われて

きたが，振り子がゆれる際に支点に生じる摩擦，振

り子の運動を妨げる空気の抵抗等が高精度の重力測

定に大きな壁となっていた．その後，スプリング式

の重力計の登場によって，1950 年代に簡便にかつ従

来に比べ精度良く「重力を測る」ことができる時代

が到来した．これにより空間的に稠密な測定が可能

となったことから，「重力を測る」ことに，重力の空

間分布から地下構造を探索するという地球物理学的

な意義が加わることとなった．重力分布から推定さ

れた地下構造は，現在は地下の活断層の位置や形状

の推定などに活用されるなど，地震や火山防災の基

礎資料となっている．また，重力分布から地下資源

や鉱床の分布が探査できることから，物理探査の手

段として産業的にも重要な意義がある．1980 年代以

降は，真空中で物体を投げ上げ又は落下させて重力

の絶対値を測定する機器が登場し，さらに重力測定

技術の高度化に伴って，重力の空間分布に加えて時

間変化が求められるようになった．ここに至って，

重力の空間分布は，「高さ」の測定に重要な役割を果

たすことが可能となった． 
 

                                                           
2 ミリガル．国際単位系（SI）では，重力加速度の単位は ms-2

で示されるが，Gal は政令で使用が認められている CGS 単位

3.2 ポツダム重力系 
 初めて国際的に広く合意された重力の基準は，国

際測地学協会（International Association Geodesy，以

下「IAG」という．）が 1909 年にロンドンで開催し

た第 16 回総会で採択したポツダム重力系である．

ポツダム重力系は，1898～1904 年にドイツのポツダ

ムにある測地研究所において振り子を用いて測定し

た重力基準点を原点とし，その重力値を最も信頼で

きる基準重力値と認め，世界各地の重力値をこれに

基づいて表すとした重力系である（中川，1994）．ポ

ツダム重力系の基準重力値は 981,274 ± 3 mGal であ

った．日本では，1899～1901 年に長岡半太郎らが東

京都の理科大学（東京大学理学部の前身）物理学教

室の地下実験室の重力点（以下「Tokyo-A」という．）

とポツダムとの間で重力振子（単振子ではなく，重

力を測定するために開発された特殊な振子）を用い

た重力測定による比較観測を行い，ポツダム重力系

に準拠した重力値が決定された（大久保，2009）．な

お，Tokyo-A は，1904 年 7 月 9 日に理科大学構内に

「基線尺室並振子室」が落成し，そこに移転したこ

とがわかっている（以下「Tokyo-B」という．）． 
1911 年，重力振子を用いてポツダムと重力比較測

定を行った Tokyo-A を含む世界 20 地点に対して，

最小自乗法の重力網平均計算でポツダム重力系に準

拠した重力値が定められた（Borrass, 1911）．世界の

重力網の基礎はここで確立され，各国でポツダム重

力系に準拠する重力基準網の構築が可能となった．

決定された東京の重力値は，979,801.2 ± 1.08 mGal で
あった（鈴木，1957）． 

 
3.3 国土地理院が日本の重力観測を担う背景 
日本では，1915 年までに文部省の測地学委員会

（現文部科学省科学技術・学術審議会測地学分科会）

が中心となって国内の 122 点で重力振子を用いた重

力測定を完了した（測量・地図百年史編集委員会，

1970）．なお，国土地理院の前身である参謀本部陸地

測量部も重力測定を計画して振子の素材である溶融

水晶を準備したが，第二次世界大戦に阻まれて実行

されなかった（鈴木，1967）． 
また，各地で行われた重力比較測定の結果からポ

ツダム重力系の誤差が明らかになったことを受けて，

国際測地学・地球物理学連合（International Union of 
Geodesy and Geophysics，以下「IUGG」という．）及

び IAG は，1951 年にブリュッセルで開催された第 9
回総会で，測地学における国際協力の重要性を認識

して IAG が重力測定事業を推進することを決議し

た．決議では，IAG のもとに国際的な重力測定を推

系．1 Gal = 1 cm/s2 = 10-2 m/s2．1m Gal = 10-3 Gal． 
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進 す る 国 際 重 力 委 員 会 （ International Gravity 
Commission，以下「IGC」という．）を設立するとと

もに，国際重力基準網の構築を目的として“世界重

力網”プロジェクトを進めることが採択され，これ

を受けて IGCのもとで基準網の構築に向けた観測が

開始された．また，世界の重力データのデータベー

スを作成するため，IUGG が国際重力局（BGI：Bureau 
Gravimétrique International）の設立を決定した．これ

らの決議を受けて，日本では，1952 年に，文部省の

測地学審議会長が「重力測定等のための国際基準点

設定について」を建設大臣宛てに建議し，日本国内

の数箇所に国際（重力）基準点を設置するとともに，

建設省がそれを担当するよう勧告した3．これにより

国土地理院の前身である地理調査所が国内外の重力

測量を担当することとなり，同年地理調査所は測量

第一部測量第一課に重力係を設置し，全国の重力測

量及び国際重力網を結合するための測量を実施する

組織を整備した．実は重力測量を担当する係として

1951 年に測量第一部測量第一課に測地係を設置し

ている．建議の前に重力測量を担当する係が存在し

ていた経緯については史料が残っておらず不明であ

るが，実質的な必要性は既に認識されており，1952
年の建議により公式に重力係の設置が認められたで

あろうことが推察できる． 
 
3.4 国土地理院の相対重力観測 
3.4.1 重力振子による重力測量 
 国土地理院は，1951 年に振子型重力測定装置（GSI
型重力振子，写真-1）の開発を独自に開始し，茨城

県新治郡柿岡町（現石岡市）での試験測定を経て，

1952 年に完成させた（測地第一課，1953）． 
 GSI 型重力振子は，当時世界で標準的に用いられ

ていた，振子の周期を精密に測定して 2 点間の重力

差を求める相対重力計である．国土地理院は，1952
年から GSI 型重力振子を用いた測定を開始し，前述

の建議で定められた日本の国際重力基準点 5 点（京

都，札幌，水沢，柿岡及び熊本）の重力値を，当時

の地理調査所実験室内に設置した重力点「千葉」（以

下「Chiba」という．）を基準に観測し決定した．な

おこれらの重力値の決定方法の詳細は 3.4.1(3)で述

べる．同時にスプリング式の相対重力計であるノー

スアメリカン AG1 重力計（米国 North American 
Geophysical 社製，以下「AG1 重力計」という．）を

併用して，北海道から順次，主として水準点で重力

測量を開始し，重力基準網構築のために本格的な重

力測量を開始した．重力値は観測点の高さが変化す

ると重力値も変化することから，高さが既知である

                                                           
3 この建議の写しは広島大学文書館の WEB に公開されてい

る：http://home.hiroshima-u.ac.jp/~hua/catalog/morito.html） 

点で測定することが重要となる．空中での重力の平

均的な鉛直勾配は，正規楕円体が作る正規重力値で

は，楕円体高が 1m 高くなると 0.3086 mGal ほど小

さくなる（黒石，2003）．このため，重力測量は，水

準点がない場合は三角点で実施され，三角点がない

場合は駅舎など地図から標高と位置が判読できる箇

所で実施されていた． 
 

 
写真-1 GSI 型重力振子（国立科学博物館展示）．左の 2

本が振子．左の振子は溶融石英ガラス製で長さは

約 43cm，重さは約 1kg．右は真鍮製（長さ等は

不明）． 
 
(1) GSI 型重力振子の装置と精度 

GSI 型重力振子の測定精度は，1) 振子周期の測定

精度，2) 振子の膨張係数，3) 重力以外の力の作用の

3 つの要素で決まり，0.2～0.3 mGal とされる（坪川

ほか，1956）．図-1 に装置の模式図を示す．3 本の同

形の振子を吊るし，両端の振子は等振幅，逆位相で

振らせることで台に及ぼす影響を打ち消し，中央の

振子はただ自由にぶら下げておいて，これと両端の

振子を組み合わせることにより，地面の微振動の影

響を除く仕組みで装置の安定を確保している．また，

振子の支点には高速度鋼のナイフエッジを用い，光

学平面に仕上げられたメノウの座で受けることで摩

擦力を低減させている．振子の素材は溶融石英ガラ

スで，熱膨張率は約 1×10-7 K-1と，水準測量や基線測

量で用いていた熱膨張の小さいインバールの 1×10-6 

K-1と比べて一桁小さい．空気抵抗を減らして振子周

期の安定性を向上させるために，装置内部は約 0.13 
Pa の中真空状態に保たれ，温度変化による振子の変

形を防ぐために，装置全体を綿入りの布でできた恒

温槽で覆って測定を行った（測地第一課，1953）．こ

のように，振子の周期の測定には，可能な限り誤差

要因を軽減するために当時の先端技術を用いて様々

な措置が施されていた． 
振子の周期は，光を装置に発射し，振子から反射

した半周期毎の光束を光電管で増幅するとともに，

JJY 標準電波（後に水晶時計）を受信して両者をペ

ンレコーダー（後に放電クロノグラフ）で記録する

ことで測定する．記録の際のテープの速さは，1 ms
が約 0.5 mm に対応するように設定され，1 回の重力

測定を 20 分程度とすることで，振子の周期を 10-7秒

の精度で求めることができる．この記録から振子の

周期を計算することで 0.1 mGalの桁までの重力差を

求めていた． 
 

 

図-1 GSI 型重力振子の測定の模式図．赤矢印は光の経路．

光源が発した光は，振子の左右に取り付いた鏡に反

射して光電管へ戻る． 
 
(2) GSI 型重力振子の測量方法 

GSI 型重力振子は相対重力計であるため，基準と

する重力点 A と測定点 B の間の測定は，A→B→A
と往復で重力測量を行い，往復の測定が整合的であ

ることを確認していた．また，測定の再現性の確保

と信頼度の向上を目的に，異なる 2 組以上の振子を

用いて周期を求めることで測量の期間中に振子の周

期に変化がないことを確認していた．なお，測量の

日数や測定の回数は定められておらず，いずれの測

定点でも数日間で GIS 型重力振子による 15～30 回

の繰り返し測定が行われた（坪川ほか，1956）．作業

報告書では，GSI 型重力振子による測量が終焉する

1978 年頃では，振子 1 組につき 20 回の測定を 1 セ

ットとした 10 セットの測定を振子 2 組で行ったこ

とが記載されている． 
 
(3) GSI 型重力振子による重力測量 

1952 年 5 月，Chiba を基準として，京都市の京都

大学理学部地質学鉱物学教室の地下室に新設した国

際重力基準点（以下「Kyoto」という．）の重力値を

求める重力測量が GSI 型重力振子を用いて行われ，

ポツダム重力系に準拠した重力値が 979,721.4 mGal
と求められた．Chiba の重力値 979,789.8 ± 1.08 mGal
は，1911 年に Borrass が求めた Tokyo-A の重力値

979,801.0 mGal に，後述するスプリング式の相対重

力計（AG1 重力計及びウォルドン重力計）で国土地

理院と東京大学地震研究所によって測定した Chiba
－Tokyo-B 間の重力差−11.2 mGal を加えて求めた値

である（Gravity Survey，1957）．なお，1956 年には

Chiba－Tokyo-B 間で GSI 型重力振子を用いた重力

測量を行い，スプリング式相対重力計による値と 0.5 
mGal で整合的な−10.7 mGal の重力差が求められた．

GSI 型重力振子の測定精度は，1 回の測定精度が 0.5 
mGal 以内，数回の繰り返し測定で 0.2 mGal の精度

が達成されることから（Suzuki, 1974），想定される

GSI 型重力振子の精度とスプリング式の相対重力計

で求められた重力差は，整合した結果であることが

確かめられた．Kyoto は，IGC の決議を受けて 1953
年に国際 1 等重力点に登録された． 

前述の Kyoto での測量の後，1952 年に札幌，水沢

及び熊本で，1954 年に柿岡で GSI 型重力振子を用い

て重力測量を行った．こうして日本の国際重力基準

点 5 点で測量が完了すると，1955 年からは名古屋，

鹿野山，高知，高松，福岡，鹿屋及び新十津川で順

に GSI 型重力振子を用いた測定を行い，1974 年まで

に，Kyoto，札幌，水沢，柿岡及び熊本で複数回の測

量を行った．1978 年の那覇での測量を最後に GSI 型
重力振子は 26 年間の役割を終えた． 

GSI 型重力振子を用いた重力測量は，国際重力網

と日本の重力基準網の結合を目的に国外でも行われ

た．1955 年 9～12 月には，米国ワシントンの沿岸測

地測量局（USCGS，現 NOAA）及び連邦標準局（NBS，
現 NIST）の重力基準点と Chiba の間で，国際重力比

較測定を実施した（奥田ほか，1956）．測定では，

USCGS－Chiba 間で，−329.8 ± 0.3 mGal，NBS－Chiba
間で，+310.4 ± 0.3 mGal の重力差が求められた．NBS
のポツダム重力系の重力値 980,100.0 mGal を基準と

すると，Chiba の重力値は 979,789.6 mGal，更に前述

の国内の測定を用いて Chiba を基準に Tokyo-A 及び
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進 す る 国 際 重 力 委 員 会 （ International Gravity 
Commission，以下「IGC」という．）を設立するとと

もに，国際重力基準網の構築を目的として“世界重

力網”プロジェクトを進めることが採択され，これ

を受けて IGCのもとで基準網の構築に向けた観測が

開始された．また，世界の重力データのデータベー

スを作成するため，IUGG が国際重力局（BGI：Bureau 
Gravimétrique International）の設立を決定した．これ

らの決議を受けて，日本では，1952 年に，文部省の

測地学審議会長が「重力測定等のための国際基準点

設定について」を建設大臣宛てに建議し，日本国内

の数箇所に国際（重力）基準点を設置するとともに，

建設省がそれを担当するよう勧告した3．これにより

国土地理院の前身である地理調査所が国内外の重力

測量を担当することとなり，同年地理調査所は測量

第一部測量第一課に重力係を設置し，全国の重力測

量及び国際重力網を結合するための測量を実施する

組織を整備した．実は重力測量を担当する係として

1951 年に測量第一部測量第一課に測地係を設置し

ている．建議の前に重力測量を担当する係が存在し

ていた経緯については史料が残っておらず不明であ

るが，実質的な必要性は既に認識されており，1952
年の建議により公式に重力係の設置が認められたで

あろうことが推察できる． 
 
3.4 国土地理院の相対重力観測 
3.4.1 重力振子による重力測量 
 国土地理院は，1951 年に振子型重力測定装置（GSI
型重力振子，写真-1）の開発を独自に開始し，茨城

県新治郡柿岡町（現石岡市）での試験測定を経て，

1952 年に完成させた（測地第一課，1953）． 
 GSI 型重力振子は，当時世界で標準的に用いられ

ていた，振子の周期を精密に測定して 2 点間の重力

差を求める相対重力計である．国土地理院は，1952
年から GSI 型重力振子を用いた測定を開始し，前述

の建議で定められた日本の国際重力基準点 5 点（京

都，札幌，水沢，柿岡及び熊本）の重力値を，当時

の地理調査所実験室内に設置した重力点「千葉」（以

下「Chiba」という．）を基準に観測し決定した．な

おこれらの重力値の決定方法の詳細は 3.4.1(3)で述

べる．同時にスプリング式の相対重力計であるノー

スアメリカン AG1 重力計（米国 North American 
Geophysical 社製，以下「AG1 重力計」という．）を

併用して，北海道から順次，主として水準点で重力

測量を開始し，重力基準網構築のために本格的な重

力測量を開始した．重力値は観測点の高さが変化す

ると重力値も変化することから，高さが既知である

                                                           
3 この建議の写しは広島大学文書館の WEB に公開されてい

る：http://home.hiroshima-u.ac.jp/~hua/catalog/morito.html） 

点で測定することが重要となる．空中での重力の平

均的な鉛直勾配は，正規楕円体が作る正規重力値で

は，楕円体高が 1m 高くなると 0.3086 mGal ほど小

さくなる（黒石，2003）．このため，重力測量は，水

準点がない場合は三角点で実施され，三角点がない

場合は駅舎など地図から標高と位置が判読できる箇

所で実施されていた． 
 

 
写真-1 GSI 型重力振子（国立科学博物館展示）．左の 2

本が振子．左の振子は溶融石英ガラス製で長さは

約 43cm，重さは約 1kg．右は真鍮製（長さ等は

不明）． 
 
(1) GSI 型重力振子の装置と精度 

GSI 型重力振子の測定精度は，1) 振子周期の測定

精度，2) 振子の膨張係数，3) 重力以外の力の作用の

3 つの要素で決まり，0.2～0.3 mGal とされる（坪川

ほか，1956）．図-1 に装置の模式図を示す．3 本の同

形の振子を吊るし，両端の振子は等振幅，逆位相で

振らせることで台に及ぼす影響を打ち消し，中央の

振子はただ自由にぶら下げておいて，これと両端の

振子を組み合わせることにより，地面の微振動の影

響を除く仕組みで装置の安定を確保している．また，

振子の支点には高速度鋼のナイフエッジを用い，光

学平面に仕上げられたメノウの座で受けることで摩

擦力を低減させている．振子の素材は溶融石英ガラ

スで，熱膨張率は約 1×10-7 K-1と，水準測量や基線測

量で用いていた熱膨張の小さいインバールの 1×10-6 

K-1と比べて一桁小さい．空気抵抗を減らして振子周

期の安定性を向上させるために，装置内部は約 0.13 
Pa の中真空状態に保たれ，温度変化による振子の変

形を防ぐために，装置全体を綿入りの布でできた恒

温槽で覆って測定を行った（測地第一課，1953）．こ

のように，振子の周期の測定には，可能な限り誤差

要因を軽減するために当時の先端技術を用いて様々

な措置が施されていた． 
振子の周期は，光を装置に発射し，振子から反射

した半周期毎の光束を光電管で増幅するとともに，

JJY 標準電波（後に水晶時計）を受信して両者をペ

ンレコーダー（後に放電クロノグラフ）で記録する

ことで測定する．記録の際のテープの速さは，1 ms
が約 0.5 mm に対応するように設定され，1 回の重力

測定を 20 分程度とすることで，振子の周期を 10-7秒

の精度で求めることができる．この記録から振子の

周期を計算することで 0.1 mGalの桁までの重力差を

求めていた． 
 

 

図-1 GSI 型重力振子の測定の模式図．赤矢印は光の経路．

光源が発した光は，振子の左右に取り付いた鏡に反

射して光電管へ戻る． 
 
(2) GSI 型重力振子の測量方法 

GSI 型重力振子は相対重力計であるため，基準と

する重力点 A と測定点 B の間の測定は，A→B→A
と往復で重力測量を行い，往復の測定が整合的であ

ることを確認していた．また，測定の再現性の確保

と信頼度の向上を目的に，異なる 2 組以上の振子を

用いて周期を求めることで測量の期間中に振子の周

期に変化がないことを確認していた．なお，測量の

日数や測定の回数は定められておらず，いずれの測

定点でも数日間で GIS 型重力振子による 15～30 回

の繰り返し測定が行われた（坪川ほか，1956）．作業

報告書では，GSI 型重力振子による測量が終焉する

1978 年頃では，振子 1 組につき 20 回の測定を 1 セ

ットとした 10 セットの測定を振子 2 組で行ったこ

とが記載されている． 
 
(3) GSI 型重力振子による重力測量 

1952 年 5 月，Chiba を基準として，京都市の京都

大学理学部地質学鉱物学教室の地下室に新設した国

際重力基準点（以下「Kyoto」という．）の重力値を

求める重力測量が GSI 型重力振子を用いて行われ，

ポツダム重力系に準拠した重力値が 979,721.4 mGal
と求められた．Chiba の重力値 979,789.8 ± 1.08 mGal
は，1911 年に Borrass が求めた Tokyo-A の重力値

979,801.0 mGal に，後述するスプリング式の相対重

力計（AG1 重力計及びウォルドン重力計）で国土地

理院と東京大学地震研究所によって測定した Chiba
－Tokyo-B 間の重力差−11.2 mGal を加えて求めた値

である（Gravity Survey，1957）．なお，1956 年には

Chiba－Tokyo-B 間で GSI 型重力振子を用いた重力

測量を行い，スプリング式相対重力計による値と 0.5 
mGal で整合的な−10.7 mGal の重力差が求められた．

GSI 型重力振子の測定精度は，1 回の測定精度が 0.5 
mGal 以内，数回の繰り返し測定で 0.2 mGal の精度

が達成されることから（Suzuki, 1974），想定される

GSI 型重力振子の精度とスプリング式の相対重力計

で求められた重力差は，整合した結果であることが

確かめられた．Kyoto は，IGC の決議を受けて 1953
年に国際 1 等重力点に登録された． 

前述の Kyoto での測量の後，1952 年に札幌，水沢

及び熊本で，1954 年に柿岡で GSI 型重力振子を用い

て重力測量を行った．こうして日本の国際重力基準

点 5 点で測量が完了すると，1955 年からは名古屋，

鹿野山，高知，高松，福岡，鹿屋及び新十津川で順

に GSI 型重力振子を用いた測定を行い，1974 年まで

に，Kyoto，札幌，水沢，柿岡及び熊本で複数回の測

量を行った．1978 年の那覇での測量を最後に GSI 型
重力振子は 26 年間の役割を終えた． 

GSI 型重力振子を用いた重力測量は，国際重力網

と日本の重力基準網の結合を目的に国外でも行われ

た．1955 年 9～12 月には，米国ワシントンの沿岸測

地測量局（USCGS，現 NOAA）及び連邦標準局（NBS，
現 NIST）の重力基準点と Chiba の間で，国際重力比

較測定を実施した（奥田ほか，1956）．測定では，

USCGS－Chiba 間で，−329.8 ± 0.3 mGal，NBS－Chiba
間で，+310.4 ± 0.3 mGal の重力差が求められた．NBS
のポツダム重力系の重力値 980,100.0 mGal を基準と

すると，Chiba の重力値は 979,789.6 mGal，更に前述

の国内の測定を用いて Chiba を基準に Tokyo-A 及び
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Kyotoの値を求めると，Tokyo-Aの重力値は979,800.8 
mGal，Kyoto の重力値は 979,721.3 mGal となること

から，Borrass によるポツダム重力系の Tokyo-A の重

力値は，GSI 型重力振子の測定と−0.2 mGal で整合的

であった（測地部，1957）．測定の精度を考慮すると

二つの測定の整合性は十分に良いと言える． 
 国内の国際 1 等重力点は Kyoto であったが，国土

地理院による GSI 型重力振子を用いた重力測量は，

その基点を Chiba 及び Tokyo-B とすることで，1967
年までに 12 年間で 6 か国及び上記の 1 地域をあわ

せた 15 か所において表-1 の測定を行い，後述する

国際重力基準網の構築に大きく貢献した（鈴木，

1967）． 
 

表-1 GSI 型重力振子による国際重力観測 
観測年 基点 国・地域 測定場所 

1955 年 

Chiba 

アメリカ ワシントン 

1957～ 

1958 年 

シンガポール シンガポール 

南アフリカ ケープタウン 

1959 年 

Tokyo

-B 

オーストラリア メルボルン 

1961～ 

1962 年 

南アフリカ ケープタウン 

南極 昭和基地 

1963 年 タイ バンコク 

1965 年 アメリカ 

ホノルル 

サンフランシスコ 

デンバー 

1965 年 アメリカ フェアバンクス 

1966 年 
フィリピン マニラ 

シンガポール シンガポール 

1967 年 オーストラリア 
シドニー 

キャンベラ 

 
3.4.2 スプリング式重力計による重力測量 
現在最も一般的に使用されている相対重力計はス

プリング式重力計で，重力の違いに応じてスプリン

グに生じる伸びを計測して重力の差に換算する．ス

プリング式の重力計で正確な重力差を得るためには，

スプリングの物理的特性，すなわち重力変化に対す

るスプリングの応答を正確に把握する必要がある．

スプリングに固有のスケールファクター（以下「SF」
という．）は，経年変化する可能性があるため，正確

な重力差が与えられた二点間であらかじめ校正を行

って正確な SF を決める必要がある．さらに，スプ

リングには，時間の経過に伴って短期的な伸び（以

下「ドリフト」という．）が生じるため，測地学に有

意な精度で測定が可能となったのは，1950 年代の機

器開発でスプリングの応答係数とドリフトの課題が

ある程度解消されてからである． 
 
(1) AG1 重力計 
国土地理院は，GSI 型重力振子の開発より一足早

く，1949 年に AG1 重力計（写真-2）を導入している

（この時期に導入した経緯は史料が残っておらず不

明）．GSI 型重力振子では，観測が屋内に限られ，操

作に熟練が必要で多くの測量日数を要するのに対し，

スプリング式重力計は，持ち運びが容易で，野外で

簡単に重力測量ができるため，一定の精度で高密度

に測量を行える利点がある．国土地理院の重力測量

では，国際基準重力点で測定を行って地球形状の把

握に貢献するだけでなく，国内の詳細な重力分布を

標高の基準に活用することも視野に入れ，可搬性に

優れたスプリング式重力計の活用を開始した．高い

可搬性によるスプリング式重力計の優位性は現在も

変わらず，スプリング式のラコスト G 型重力計は，

現在も国土地理院の重力測量で使用する機器の一つ

である． 
 

 
写真-2 AG1 重力計による重力測量 

 
AG1 重力計の最小目盛は約 0.1 mGal で，読定は約

0.01 mGal まで可能である（図-2）．スプリングは，

熱膨張が小さくかつ弾性係数の変化が小さいエリン

バー合金が使われ，温度によるスプリングの伸縮を

防ぐため，蓄電池を用いた二重の恒温槽で内部温度

を 49℃に保つ構造である．このような構造から重量

は約 12.5 kg と重い．測定レンジ（一回の測定で測定

が可能な範囲）は，90～100 mGal で，これを超える

重力差を測定する場合は，リセット機能を用いて複

数回に分けて測定を行う必要があった． 
  

図-2 AG1 重力計 AG1-133 の観測手簿の一部（1954 年

東北地方二等重力測量）．SF（スケールファクター）

は 0.09150 mGal /div.，読定は 0.1 mGal 単位で 2
回． 

 
国土地理院は，AG1 重力計による試験観測を行い，

ドリフトの影響を軽減させかつ測量作業の能率を考

慮に入れ，当時は次のような方法で測定を行ってい

る．1) その日の測定に入る前に，AG1 重力計を積載

した状態で少し作業用自動車を走らせてから測量す

る．2) 半日又は 1 日で測定点を往復 2 回観測し，そ

の日のドリフトを算出する．3) 地球潮汐の重力への

影響を計算によって補正する．4) 測定をつなぎ合わ

せてできた重力網を水準測量の網平均計算に準じて

平均計算し閉合差を配分する．5) 最後に GSI 型重力

振子で測定した重力観測点で重力値を比較し異常を

確認する，などである（井上，1954）．こうして測ら

れた AG1 重力計による精度の見積りは，AG1 重力

計の温度が適切に保たれれば，ドリフト量は 0.1～
0.2 mGal/日以下に安定するため，野外で約 0.05 mGal，
室内など比較的安定した場所で 0.03 mGal，総合では

0.1 mGal 程度とされている（松田，1956）． 
1952 年に重力測量を開始した当初は，水準路線に

沿って水準点 1 点おきに重力測量を行い，折り返し

点で 2 回観測を行い，復観測は往観測で行った同じ

水準点で重力測量を行った．往復観測は，一往復が

2 日以内となるように測量を行い，往復差が 0.15 
mGal を超えた場合は再測を行ったと記録がある．こ

れを二等重力測量として北海道から九州まで一等水

準路線に沿って測量を行った（井上ほか，1955）．ま

た，重力の測定に要する時間は僅か数分で，測定点

から次の測定点へ移動する時間の方が長い．こうし

て 1 日に 40 点近くの重力測量を行い，約 80km を走

行する重力測量では，当時の劣悪な道路状況から作

業用車両（当初は積載量 3/4 t 米軍払下げトラック）

に故障が続出し，測量官が重力計の運搬と蓄電池の

容量低下に配慮しながら作業用車両の故障や悪路対

策に対処したことが記載されており，重力点の高密

度化に多くの苦労があったことが伺える． 
AG1 重力計は，1952 年に二等重力測量を開始した

際に主力として活躍し，1960 年 12 月には 1 回目の

国内二等重力測量が完了した．AG1 重力計で測量し

た基準点は，9,513 点で，そのうち，一等水準点は

6,488 点，二等水準点は 1,239 点，大学・気象庁関係

施設は 116 点で，重力網平均計算は，北海道，東北，

関東・中部，中部・近畿・中国，四国及び九州の 6 地

域毎にそれぞれ実施した（GSI, 1955；GSI, 1957；GSI, 
1964；GSI, 1965a，1965b；GSI, 1969）．二等重力測量

の成果は，地域毎に国土地理院報告（1955～1969 年）

にまとめられ，報告には，重力観測点の情報（経緯

度（0.1 分単位），標高（水準点は 0.01 m 単位，他は

m 単位），観測日，点間重力差の測定値（補正済み

0.01 mGal 単位）と関連パラメータ（SF，地球潮汐補

正（潮汐ポテンシャルに対する地球の弾性応答の係

数 = 1.20），ドリフト及び器械高補正），環閉合補正

量（点間距離の平方根を測定値に重みとして配分），

点間重力差（網平均後），重力値，フリーエア異常，

ブーゲー異常（密度 ρ = 2.67g / cm3，地形補正なし）

に関する一覧表がフリーエア及びブーゲー異常図と

ともに掲載された．なお，重力測量で SF は，後述す

る東京（目黒）－柿岡の重力検定基線で毎年求めて

いたが，その距離は約 100km，重力差は約 190 mGal
しかないため，これを参照値とし，Chiba を起点とし

た作業地域までの重力差から SF を単純平均計算し

た値を使用した． 
1961年からは北海道地方の 2回目の二等重力測量

を開始したが，1964 年 9 月に AG1 重力計が故障し

たのを最後に，後述のラコスト G 型重力計を使用す

ることとなった．なお，国土地理院の 12 年間に及ぶ

測量の蓄積から評価した AG1 重力計による重力測

定値の標準偏差は± 0.05 mGal である（Suzuki, 1974）． 
 
(2) ウォルドン重力計 
国土地理院は，1957 年にウォルドン重力計（米国

Texas Instruments 社製，写真-3）を導入した．この重

力計は，温度調整機能がなく，代わりに主スプリン

グを熱膨張率が異なる熔融シリカと金属の二本で支

えることで，温度変化に対する依存性をバイメタル

のように軽減している．急激な温度変化を避けるた

め，装置は魔法瓶の中に格納されている．AG1 重力

計と同様に，最小目盛は 0.1 mGal で，0.01 mGal ま
で読定できる．国土地理院の測量から評価したウォ

ルドン重力計による測定の標準偏差は，± 0.05 mGal
である（Suzuki, 1974）． 
ウォルドン重力計は，測定レンジが 70～80 mGal

と狭いが，重量が 2.3 kg と非常に軽く携行性に優れ

るため，圧倒的な可搬性を活かして地盤変動調査，
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Kyotoの値を求めると，Tokyo-Aの重力値は979,800.8 
mGal，Kyoto の重力値は 979,721.3 mGal となること

から，Borrass によるポツダム重力系の Tokyo-A の重

力値は，GSI 型重力振子の測定と−0.2 mGal で整合的

であった（測地部，1957）．測定の精度を考慮すると

二つの測定の整合性は十分に良いと言える． 
 国内の国際 1 等重力点は Kyoto であったが，国土

地理院による GSI 型重力振子を用いた重力測量は，

その基点を Chiba 及び Tokyo-B とすることで，1967
年までに 12 年間で 6 か国及び上記の 1 地域をあわ

せた 15 か所において表-1 の測定を行い，後述する

国際重力基準網の構築に大きく貢献した（鈴木，

1967）． 
 

表-1 GSI 型重力振子による国際重力観測 
観測年 基点 国・地域 測定場所 

1955 年 

Chiba 

アメリカ ワシントン 

1957～ 

1958 年 

シンガポール シンガポール 

南アフリカ ケープタウン 

1959 年 

Tokyo

-B 

オーストラリア メルボルン 

1961～ 

1962 年 

南アフリカ ケープタウン 

南極 昭和基地 

1963 年 タイ バンコク 

1965 年 アメリカ 

ホノルル 

サンフランシスコ 

デンバー 

1965 年 アメリカ フェアバンクス 

1966 年 
フィリピン マニラ 

シンガポール シンガポール 

1967 年 オーストラリア 
シドニー 

キャンベラ 

 
3.4.2 スプリング式重力計による重力測量 

現在最も一般的に使用されている相対重力計はス

プリング式重力計で，重力の違いに応じてスプリン

グに生じる伸びを計測して重力の差に換算する．ス

プリング式の重力計で正確な重力差を得るためには，

スプリングの物理的特性，すなわち重力変化に対す

るスプリングの応答を正確に把握する必要がある．

スプリングに固有のスケールファクター（以下「SF」
という．）は，経年変化する可能性があるため，正確

な重力差が与えられた二点間であらかじめ校正を行

って正確な SF を決める必要がある．さらに，スプ

リングには，時間の経過に伴って短期的な伸び（以

下「ドリフト」という．）が生じるため，測地学に有

意な精度で測定が可能となったのは，1950 年代の機

器開発でスプリングの応答係数とドリフトの課題が

ある程度解消されてからである． 
 
(1) AG1 重力計 
国土地理院は，GSI 型重力振子の開発より一足早

く，1949 年に AG1 重力計（写真-2）を導入している

（この時期に導入した経緯は史料が残っておらず不

明）．GSI 型重力振子では，観測が屋内に限られ，操

作に熟練が必要で多くの測量日数を要するのに対し，

スプリング式重力計は，持ち運びが容易で，野外で

簡単に重力測量ができるため，一定の精度で高密度

に測量を行える利点がある．国土地理院の重力測量

では，国際基準重力点で測定を行って地球形状の把

握に貢献するだけでなく，国内の詳細な重力分布を

標高の基準に活用することも視野に入れ，可搬性に

優れたスプリング式重力計の活用を開始した．高い

可搬性によるスプリング式重力計の優位性は現在も

変わらず，スプリング式のラコスト G 型重力計は，

現在も国土地理院の重力測量で使用する機器の一つ

である． 
 

 
写真-2 AG1 重力計による重力測量 

 
AG1 重力計の最小目盛は約 0.1 mGal で，読定は約

0.01 mGal まで可能である（図-2）．スプリングは，

熱膨張が小さくかつ弾性係数の変化が小さいエリン

バー合金が使われ，温度によるスプリングの伸縮を

防ぐため，蓄電池を用いた二重の恒温槽で内部温度

を 49℃に保つ構造である．このような構造から重量

は約 12.5 kg と重い．測定レンジ（一回の測定で測定

が可能な範囲）は，90～100 mGal で，これを超える

重力差を測定する場合は，リセット機能を用いて複

数回に分けて測定を行う必要があった． 
  

図-2 AG1 重力計 AG1-133 の観測手簿の一部（1954 年

東北地方二等重力測量）．SF（スケールファクター）

は 0.09150 mGal /div.，読定は 0.1 mGal 単位で 2
回． 

 
国土地理院は，AG1 重力計による試験観測を行い，

ドリフトの影響を軽減させかつ測量作業の能率を考

慮に入れ，当時は次のような方法で測定を行ってい

る．1) その日の測定に入る前に，AG1 重力計を積載

した状態で少し作業用自動車を走らせてから測量す

る．2) 半日又は 1 日で測定点を往復 2 回観測し，そ

の日のドリフトを算出する．3) 地球潮汐の重力への

影響を計算によって補正する．4) 測定をつなぎ合わ

せてできた重力網を水準測量の網平均計算に準じて

平均計算し閉合差を配分する．5) 最後に GSI 型重力

振子で測定した重力観測点で重力値を比較し異常を

確認する，などである（井上，1954）．こうして測ら

れた AG1 重力計による精度の見積りは，AG1 重力

計の温度が適切に保たれれば，ドリフト量は 0.1～
0.2 mGal/日以下に安定するため，野外で約 0.05 mGal，
室内など比較的安定した場所で 0.03 mGal，総合では

0.1 mGal 程度とされている（松田，1956）． 
1952 年に重力測量を開始した当初は，水準路線に

沿って水準点 1 点おきに重力測量を行い，折り返し

点で 2 回観測を行い，復観測は往観測で行った同じ

水準点で重力測量を行った．往復観測は，一往復が

2 日以内となるように測量を行い，往復差が 0.15 
mGal を超えた場合は再測を行ったと記録がある．こ

れを二等重力測量として北海道から九州まで一等水

準路線に沿って測量を行った（井上ほか，1955）．ま

た，重力の測定に要する時間は僅か数分で，測定点

から次の測定点へ移動する時間の方が長い．こうし

て 1 日に 40 点近くの重力測量を行い，約 80km を走

行する重力測量では，当時の劣悪な道路状況から作

業用車両（当初は積載量 3/4 t 米軍払下げトラック）

に故障が続出し，測量官が重力計の運搬と蓄電池の

容量低下に配慮しながら作業用車両の故障や悪路対

策に対処したことが記載されており，重力点の高密

度化に多くの苦労があったことが伺える． 
AG1 重力計は，1952 年に二等重力測量を開始した

際に主力として活躍し，1960 年 12 月には 1 回目の

国内二等重力測量が完了した．AG1 重力計で測量し

た基準点は，9,513 点で，そのうち，一等水準点は

6,488 点，二等水準点は 1,239 点，大学・気象庁関係

施設は 116 点で，重力網平均計算は，北海道，東北，

関東・中部，中部・近畿・中国，四国及び九州の 6 地

域毎にそれぞれ実施した（GSI, 1955；GSI, 1957；GSI, 
1964；GSI, 1965a，1965b；GSI, 1969）．二等重力測量

の成果は，地域毎に国土地理院報告（1955～1969 年）

にまとめられ，報告には，重力観測点の情報（経緯

度（0.1 分単位），標高（水準点は 0.01 m 単位，他は

m 単位），観測日，点間重力差の測定値（補正済み

0.01 mGal 単位）と関連パラメータ（SF，地球潮汐補

正（潮汐ポテンシャルに対する地球の弾性応答の係

数 = 1.20），ドリフト及び器械高補正），環閉合補正

量（点間距離の平方根を測定値に重みとして配分），

点間重力差（網平均後），重力値，フリーエア異常，

ブーゲー異常（密度 ρ = 2.67g / cm3，地形補正なし）

に関する一覧表がフリーエア及びブーゲー異常図と

ともに掲載された．なお，重力測量で SF は，後述す

る東京（目黒）－柿岡の重力検定基線で毎年求めて

いたが，その距離は約 100km，重力差は約 190 mGal
しかないため，これを参照値とし，Chiba を起点とし

た作業地域までの重力差から SF を単純平均計算し

た値を使用した． 
1961年からは北海道地方の 2回目の二等重力測量

を開始したが，1964 年 9 月に AG1 重力計が故障し

たのを最後に，後述のラコスト G 型重力計を使用す

ることとなった．なお，国土地理院の 12 年間に及ぶ

測量の蓄積から評価した AG1 重力計による重力測

定値の標準偏差は± 0.05 mGal である（Suzuki, 1974）． 
 
(2) ウォルドン重力計 
国土地理院は，1957 年にウォルドン重力計（米国

Texas Instruments 社製，写真-3）を導入した．この重

力計は，温度調整機能がなく，代わりに主スプリン

グを熱膨張率が異なる熔融シリカと金属の二本で支

えることで，温度変化に対する依存性をバイメタル

のように軽減している．急激な温度変化を避けるた

め，装置は魔法瓶の中に格納されている．AG1 重力

計と同様に，最小目盛は 0.1 mGal で，0.01 mGal ま
で読定できる．国土地理院の測量から評価したウォ

ルドン重力計による測定の標準偏差は，± 0.05 mGal
である（Suzuki, 1974）． 
ウォルドン重力計は，測定レンジが 70～80 mGal

と狭いが，重量が 2.3 kg と非常に軽く携行性に優れ

るため，圧倒的な可搬性を活かして地盤変動調査，



国土地理院時報　2018　No.1318

震災復興調査及び離島の二等重力測量等に使われた．

国外では，1958 年に昭和基地周辺の海氷域でウォル

ドン重力計を用いた重力測量を実施した（原田ほか，

1958）．しかし，ドリフトが約 0.3～1 mGal /日と AG1
重力計に比べて大きく，さらに不規則であることか

ら，測量の際にドリフトの扱いに留意が必要であっ

たため，AG1 重力計と比べて使用は少なく，ラコス

ト G 型重力計の導入以降は使用されていない． 
 

写真-3 ウォルドン重力計 
 
(3) ラコスト G 型重力計 
 国土地理院は，AG1 重力計を用いて二等重力測量

を稠密に実施していたが，SF の経年変化や大きなド

リフトが生じるといった課題は依然として解決され

ていなかった．この欠点を補うべく，より安定した

相対重力計への需要が高まる中，米国を中心に物理

探鉱を目的とした高精度なスプリング式重力計の開

発が盛んに行われた．ドリフトが小さく一様である

こと，テア（測定値の急激な変化）が生じないこと，

SF が安定していること，消費電力が小さく温度変化

への補償が完全なこと，小型で携帯性が高いこと，

測定レンジが広いことなどを求め，従来の測定機器

の様々な改良を行うとともに，新しい相対重力計の

開発が進められた． 
 国土地理院は，1962 年 5 月にこうした条件に応え

て開発された相対重力計として，ラコスト G 型重力

計（米国 LaCoste Romberg 社製，写真-4，以下「ラコ

スト重力計」という．）の製造番号 No.29（以下「G-
29」という．）を新たに導入した．ラコスト重力計は，

測定レンジが約 7,000 mGalと地球上で生じる重力差

をほぼ網羅できるほど広いため，AG1 重力計やウォ

ルドン重力計のように測定レンジが狭い重力計で必

要であったリセットが不要で，さらにドリフトが小

さいため，ドリフトを線形で表現ができるとともに，

SF が比較的安定していることから，1959 年に米国

で製造が開始されると急速に普及したスプリング式

相対重力計である．読定目盛は 0.01 mGal，本体の重

量は 4 kg，ニッカドバッテリー等で恒温槽の内部が

常に一定の温度（G-29 では約 50℃，製造番号毎に

異なる．）に保たれる仕様である．図-3 にラコスト重

力計の内部構造を示す．錘とつながった水平ビーム

が斜め吊りのエリンバー合金製の零長スプリングで

支えられている．エリンバー合金は，温度変化に対

しても弾性率が安定している性質を持つ鉄，ニッケ

ル，クロムで組成された合金である．零長スプリン

グとは，ある加重までは伸びを生じず，伸び始める

とフックの法則に従い，加重がゼロの時にバネの長

さもゼロになるよう製造時に自ら縮もうとする応力

を与えられたスプリングである．スプリングは重力

変化により変位するので，測定ダイアルを回転させ，

この量をギアボックスにあるギアの組合せやテコを

使って縮小し重力値の変化量を読定できる仕組みに

なっている． 
 

 
写真-4 ラコスト重力計（G-554，1980 年購入，中央）

とキャリングケース（手前）．2015 年 10 月，

一等重力点「旭川」（旭川地方気象台地震計室

の基台）で撮影（右奥は地震計）． 
 

ラコスト重力計は，可搬性ではウォルドン重力計

に劣るが，国土地理院の重力測量に適した性能を多

く有していたため，相対重力計を用いた重力測量の

主力として，1960 年代に 4 台（1962 年 G-29，1965
年 G-83，1966 年 G-118，1969 年 G-223．）が追加購

入された．G-29 以外の 3 台のラコスト重力計は，

2018 年現在，国土地理院の重力測量で活躍している． 

 
図-3 ラコスト重力計の内部模式図（LaCoste & Romberg 

Instruction Manual から引用，一部付記） 
 
1962 年に G-29 を購入した際の試験記録によれば，

3 週間のドリフト調査で，0.2 mGal のドリフト量が

報告されており，1 日のドリフトは約 0.010 mGal と
なることから，ラコスト重力計の当時のカタログ値

0.017 mGal / 日と比べて安定が良いことが確認され

た．また，AG1 重力計による従来の重力測量で得ら

れていた箱根－東京（目黒）間，同じく柿岡－東京

（目黒）間で屋外の比較測定を実施し，製造者が提

供する SF を用いて重力差を求め，従来の重力差と

比較したところ，それぞれ+0.07 mGal，+0.08 mGal の
差が得られた（藤井ほか，1964）．当時の測定の精度

が 0.1 mGal程度であることを考慮すると十分に整合

的な値である．またラコスト重力計の測定は，1 観

測点で 5 回の読定を行い，1 回の読定終了毎に，測

定ダイアルを回して（水平ビームのバランスを人為

的に崩して）次の読定を行うとともに，いずれも往

復観測（ただし，当時は作業効率を優先して出発点

に 1 日では戻らない）を行って平均の重力差を求め

た．読定値の最大値と最小値の差は±0.02 mGal で，

従来の重力計と比較すると，より高い精度で測定が

行えることが確認された． 
同じく 1962 年には，東京（目黒）－①－Kyoto－

②－福岡－③－熊本間で GSI 型重力振子との比較測

定も実施した．比較測定では，鉄道と自動車を用い

て移動し，途中で一等重力点の設置を行ったため，

往復に 22 日間を要したが，GSI 型重力振子の測定で

求めた重力差との差は，順に①−0.03，②−0.21，③

−0.05 mGal であった．Kyoto－②－福岡間での差が

大きい理由は記録されていないが，当時の測定の精

度を考慮するとほかの重力差は良い整合を示してい

る．このように試験測定で従来の測定と整合性を確

認した上で，1963 年にラコスト重力計を用いて北海

道地区から一等重力測量を開始した．測量に用いる

ラコスト重力計は 1 台で，基準となる重力点 A を出

発し，他の一等重力点，例えば 2 点 B，C を測量す

る場合は，A→B→C→C→B→A の順に数日間かけて

往復する手順で測定を行った．また，一等重力点が

亡失した際に簡単に再設ができるように，一等重力

点の周辺の水準点を補助点として一等重力点から放

射状に測定を行う取付観測も実施した．読定の方法

は確立していなかったが，試験測定からラコスト重

力計に特有の歯車の遊び（バックラッシュ）が認識

されていたため，試験測定と同様に 1 読定毎に測定

ダイアルを左右いずれかの方向に 1 回転させ，常に

同じ方向に回して次を読定している．読定回数は，

重力点では 5 回，水準点などの補助点では 1 回で，

いずれも 0.01 mGal 単位で読定していた． 
一等及び二等重力測量は，1968 年頃まではラコス

ト重力計 1 台で実施した．その後，重力値の信頼度

の向上を目的として，複数（2～3 台）のラコスト重

力計を用いた測定方法が検討され，4 台のラコスト

重力計を保有した．一等重力測量では，1970 年から

ラコスト重力計 3 台を用いた測量を開始した．また，

前述の補助点を重力点の中間に設けて補助点を含む

往復観測を実施するようになった．この方法を導入

したことで，重力点での測定から求めていたドリフ

ト補正量が，補助点の測定からも求められるように

なった．これによって，測定値の良否や重力計のテ

アの発生などの判別を，作業中に現地で行うことが

容易になり，問題が生じた測定に対して作業期間中

の再測などが可能となって重力値の信頼度が向上す

るとともに作業効率も上がった．さらに，道路事情

の改善や重力計の保有台数の増加に伴って，近隣の

一等重力点から一等重力点の再設を直接行うことが

可能となったため，補助点に二等重力測量で測定し

た水準点を用いるようになった．これによって二等

重力点の一部が一等重力測量に結合され，後述する

日本重力基準網を構築する際に，二等重力点の重力

値を規正する役割を果たすこととなった． 
ラコスト重力計を用いた二等重力測量は，1965 年

に開始された．当初の目的は，重力点の高密度化で

あったため，自動車で容易に到達できる一等及び二

等水準点を中心に測定を行った．二等重力測量では，

折り返し点での測定は 1 回のみであるため，A→B→
C→D→C→B→A のように 1 日で閉じる方法で測定

を行った．この方法は機動性が高いため，1 日で多

くの点を測定することが可能で，平均して 1 日 10 点

以上の測定が行われた．1969 年には，東京大学地震

研究所及び京都大学と共同で二等重力測量を行い，

同一測定点で重力計を一定方向に向けて整置して磁

場の影響を除く手法や，従来 1 回の読定回数を 5 回

に増やす手法等，測定精度の向上手法の検討が行わ

れた（東京大学地震研究所ほか，1970）．これらは，
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震災復興調査及び離島の二等重力測量等に使われた．

国外では，1958 年に昭和基地周辺の海氷域でウォル

ドン重力計を用いた重力測量を実施した（原田ほか，

1958）．しかし，ドリフトが約 0.3～1 mGal /日と AG1
重力計に比べて大きく，さらに不規則であることか

ら，測量の際にドリフトの扱いに留意が必要であっ

たため，AG1 重力計と比べて使用は少なく，ラコス

ト G 型重力計の導入以降は使用されていない． 
 

写真-3 ウォルドン重力計 
 
(3) ラコスト G 型重力計 
 国土地理院は，AG1 重力計を用いて二等重力測量

を稠密に実施していたが，SF の経年変化や大きなド

リフトが生じるといった課題は依然として解決され

ていなかった．この欠点を補うべく，より安定した

相対重力計への需要が高まる中，米国を中心に物理

探鉱を目的とした高精度なスプリング式重力計の開

発が盛んに行われた．ドリフトが小さく一様である

こと，テア（測定値の急激な変化）が生じないこと，

SF が安定していること，消費電力が小さく温度変化

への補償が完全なこと，小型で携帯性が高いこと，

測定レンジが広いことなどを求め，従来の測定機器

の様々な改良を行うとともに，新しい相対重力計の

開発が進められた． 
 国土地理院は，1962 年 5 月にこうした条件に応え

て開発された相対重力計として，ラコスト G 型重力

計（米国 LaCoste Romberg 社製，写真-4，以下「ラコ

スト重力計」という．）の製造番号 No.29（以下「G-
29」という．）を新たに導入した．ラコスト重力計は，

測定レンジが約 7,000 mGalと地球上で生じる重力差

をほぼ網羅できるほど広いため，AG1 重力計やウォ

ルドン重力計のように測定レンジが狭い重力計で必

要であったリセットが不要で，さらにドリフトが小

さいため，ドリフトを線形で表現ができるとともに，

SF が比較的安定していることから，1959 年に米国

で製造が開始されると急速に普及したスプリング式

相対重力計である．読定目盛は 0.01 mGal，本体の重

量は 4 kg，ニッカドバッテリー等で恒温槽の内部が

常に一定の温度（G-29 では約 50℃，製造番号毎に

異なる．）に保たれる仕様である．図-3 にラコスト重

力計の内部構造を示す．錘とつながった水平ビーム

が斜め吊りのエリンバー合金製の零長スプリングで

支えられている．エリンバー合金は，温度変化に対

しても弾性率が安定している性質を持つ鉄，ニッケ

ル，クロムで組成された合金である．零長スプリン

グとは，ある加重までは伸びを生じず，伸び始める

とフックの法則に従い，加重がゼロの時にバネの長

さもゼロになるよう製造時に自ら縮もうとする応力

を与えられたスプリングである．スプリングは重力

変化により変位するので，測定ダイアルを回転させ，

この量をギアボックスにあるギアの組合せやテコを

使って縮小し重力値の変化量を読定できる仕組みに

なっている． 
 

 
写真-4 ラコスト重力計（G-554，1980 年購入，中央）

とキャリングケース（手前）．2015 年 10 月，

一等重力点「旭川」（旭川地方気象台地震計室

の基台）で撮影（右奥は地震計）． 
 

ラコスト重力計は，可搬性ではウォルドン重力計

に劣るが，国土地理院の重力測量に適した性能を多

く有していたため，相対重力計を用いた重力測量の

主力として，1960 年代に 4 台（1962 年 G-29，1965
年 G-83，1966 年 G-118，1969 年 G-223．）が追加購

入された．G-29 以外の 3 台のラコスト重力計は，

2018 年現在，国土地理院の重力測量で活躍している． 

 
図-3 ラコスト重力計の内部模式図（LaCoste & Romberg 

Instruction Manual から引用，一部付記） 
 
1962 年に G-29 を購入した際の試験記録によれば，

3 週間のドリフト調査で，0.2 mGal のドリフト量が

報告されており，1 日のドリフトは約 0.010 mGal と
なることから，ラコスト重力計の当時のカタログ値

0.017 mGal / 日と比べて安定が良いことが確認され

た．また，AG1 重力計による従来の重力測量で得ら

れていた箱根－東京（目黒）間，同じく柿岡－東京

（目黒）間で屋外の比較測定を実施し，製造者が提

供する SF を用いて重力差を求め，従来の重力差と

比較したところ，それぞれ+0.07 mGal，+0.08 mGal の
差が得られた（藤井ほか，1964）．当時の測定の精度

が 0.1 mGal程度であることを考慮すると十分に整合

的な値である．またラコスト重力計の測定は，1 観

測点で 5 回の読定を行い，1 回の読定終了毎に，測

定ダイアルを回して（水平ビームのバランスを人為

的に崩して）次の読定を行うとともに，いずれも往

復観測（ただし，当時は作業効率を優先して出発点

に 1 日では戻らない）を行って平均の重力差を求め

た．読定値の最大値と最小値の差は±0.02 mGal で，

従来の重力計と比較すると，より高い精度で測定が

行えることが確認された． 
同じく 1962 年には，東京（目黒）－①－Kyoto－

②－福岡－③－熊本間で GSI 型重力振子との比較測

定も実施した．比較測定では，鉄道と自動車を用い

て移動し，途中で一等重力点の設置を行ったため，

往復に 22 日間を要したが，GSI 型重力振子の測定で

求めた重力差との差は，順に①−0.03，②−0.21，③

−0.05 mGal であった．Kyoto－②－福岡間での差が

大きい理由は記録されていないが，当時の測定の精

度を考慮するとほかの重力差は良い整合を示してい

る．このように試験測定で従来の測定と整合性を確

認した上で，1963 年にラコスト重力計を用いて北海

道地区から一等重力測量を開始した．測量に用いる

ラコスト重力計は 1 台で，基準となる重力点 A を出

発し，他の一等重力点，例えば 2 点 B，C を測量す

る場合は，A→B→C→C→B→A の順に数日間かけて

往復する手順で測定を行った．また，一等重力点が

亡失した際に簡単に再設ができるように，一等重力

点の周辺の水準点を補助点として一等重力点から放

射状に測定を行う取付観測も実施した．読定の方法

は確立していなかったが，試験測定からラコスト重

力計に特有の歯車の遊び（バックラッシュ）が認識

されていたため，試験測定と同様に 1 読定毎に測定

ダイアルを左右いずれかの方向に 1 回転させ，常に

同じ方向に回して次を読定している．読定回数は，

重力点では 5 回，水準点などの補助点では 1 回で，

いずれも 0.01 mGal 単位で読定していた． 
一等及び二等重力測量は，1968 年頃まではラコス

ト重力計 1 台で実施した．その後，重力値の信頼度

の向上を目的として，複数（2～3 台）のラコスト重

力計を用いた測定方法が検討され，4 台のラコスト

重力計を保有した．一等重力測量では，1970 年から

ラコスト重力計 3 台を用いた測量を開始した．また，

前述の補助点を重力点の中間に設けて補助点を含む

往復観測を実施するようになった．この方法を導入

したことで，重力点での測定から求めていたドリフ

ト補正量が，補助点の測定からも求められるように

なった．これによって，測定値の良否や重力計のテ

アの発生などの判別を，作業中に現地で行うことが

容易になり，問題が生じた測定に対して作業期間中

の再測などが可能となって重力値の信頼度が向上す

るとともに作業効率も上がった．さらに，道路事情

の改善や重力計の保有台数の増加に伴って，近隣の

一等重力点から一等重力点の再設を直接行うことが

可能となったため，補助点に二等重力測量で測定し

た水準点を用いるようになった．これによって二等

重力点の一部が一等重力測量に結合され，後述する

日本重力基準網を構築する際に，二等重力点の重力

値を規正する役割を果たすこととなった． 
ラコスト重力計を用いた二等重力測量は，1965 年

に開始された．当初の目的は，重力点の高密度化で

あったため，自動車で容易に到達できる一等及び二

等水準点を中心に測定を行った．二等重力測量では，

折り返し点での測定は 1 回のみであるため，A→B→
C→D→C→B→A のように 1 日で閉じる方法で測定

を行った．この方法は機動性が高いため，1 日で多

くの点を測定することが可能で，平均して 1 日 10 点

以上の測定が行われた．1969 年には，東京大学地震

研究所及び京都大学と共同で二等重力測量を行い，

同一測定点で重力計を一定方向に向けて整置して磁

場の影響を除く手法や，従来 1 回の読定回数を 5 回

に増やす手法等，測定精度の向上手法の検討が行わ

れた（東京大学地震研究所ほか，1970）．これらは，
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標準的な重力測定の手順を定めた作業規程（案）の

作成に活用された． 
 
(4) アスカニア重力計 

1957～1958 年に行われた国際地球観測年（IGY：

International Geophysical Year）では，地球物理学に関

する様々な国際共同観測が行われ，国土地理院はこ

の一環として，1957 年にアスカニア Gs11 相対重力

計（ドイツ Askania- Werke A. G.製，No.105，写真-5，
以下「アスカニア重力計」という．）を用いて千葉市

の地理調査所重力実験室で重力の連続測定を実施し

て地球潮汐の分潮成分（M2，S2，K1，O1）の検出を

試みた（細山・中川，1958）．アスカニア重力計は，

当時の他のスプリング式重力計にはなかった重力の

連続記録装置を備えた画期的な重力計で，重力の時

間変化の測定に用いられた．一方，計測系統に安定

した電力供給が必要で，測定の精度を保つために常

時安定した電源が必要であった．国土地理院は，1958
年，鹿野山測地観測所の構内に重力測定室を整備し，

アスカニア重力計の管理は，同観測所が行った．1968
年 8 月 30 日～11 月 17 日，天体の起潮力の作用に対

する重力計の応答を調べるため，国土地理院，東京

大学理学部，京都大学理学部及び緯度観測所（現国

立天文台水沢 VLBI 観測所）の 4 機関が所有するア

スカニア重力計 4 台に，ラコスト重力計 2 台を含め

た 6 台の重力計を用いて，緯度観測所の観測室で連

続測定が行われた（重力計比較グループ，1969）．な

お，ラコスト重力計では，30 分間隔で目視による読

定が行われた．この報告では，「重力計を用いて重力

の潮汐変化を連続観測する場合において，1 台の重

力計を用いている限り，信頼のおける結果を常に求

めることは不可能である．」とされ，これがアスカニ

ア重力計による国土地理院の最後の測定となった． 
 

 
写真-5 アスカニア Gs11 重力計（奥）と連続記録装置（手

前）（撮影年，撮影場所不明） 

(5) その他（海上重力計，海底重力計） 
 1960 年，ヘルシンキで開催された第 12 回の IUGG
総会において，地球のマントル上部に関する総合的

研究を国際協力で行うことが決議された．これを受

けて 1962 年に国際地球内部開発計画（UMP：Upper 
Mantle Project）が開始された．測地部門では，地殻

変動の検出を目的とした測地測量と重力測量が行わ

れ，国土地理院は，その一環として 1964 年 8 月に海

上保安庁水路部（現海洋情報部）と共同で日本海溝

付近の三陸沖で海上重力測量を実施した（田島，

1966）．測定は，海上保安庁水路部の観測船「拓洋」

（約 750t）に国土地理院が製作した動揺体上重力計

の G.S.I.型海上重力計（写真-6）を搭載して実施し，

海上 121 点で重力を測定した．作業報告書では，G.S.I.
型海上重力計のドリフトは 10 日間で+225 mGal，作

業途中でうねりが大きくなり，特に波に立ち向かう

こととなった東向きのデータは，瞬間的に鉛直加速

度が 105 mGal を超える場合が多々あり，データの過

半数は不良であったと報告されている．その後，1964
～1965 年に小笠原海溝，マリアナ海溝，西南諸島海

溝，フィリピン海等で，1966～1968 年に第 8～9 次

南極地域観測で，1969 年に日本近海で海上重力測量

を行った．測定の精度は 10 mGal と見積もられ，こ

れらの測定から測線の重力異常図が作成された（石

井，1970）．測定から見積もられた G.S.I.型海上重力

計のドリフトは 1～1.5 mGal /日程度で，観測記録装

置の自動化など改良も行われた． 
 

 
写真- 6 国土地理院が製造した動揺体上重力計「G.S.I.型

海上重力計」（撮影年，撮影場所不明） 

 
国土地理院は，1971 年と 1973 年の 2 回，海上保

安庁の潜水調査船「しんかい」に 2 台のラコスト重

力計（G-123 及び G-223）を搭載し，水深 100～500 

m にかけて 100 m 毎に海底重力測量を実施している． 
1971 年の作業報告書では，「潜水調査船が安定せず，

ラコスト重力計のクロスヘアーが大きく振り切れ，

測定が困難であった」とあり，調査船が着底後には，

「クロスヘアーのふれ幅は±3～4 目盛から±1 目盛に

なった」とされ，着底後の振れ幅は小さくなったと

は言え，測定の困難さが伺える．一方，1973 年の作

業報告書では，「読定値が±0.05 mGal で得られたの

で陸上の測定精度と比較できる」とされている．こ

の測量は，海中の重力鉛直勾配の測定，海底重力分

布の調査を目的に実施されたが，潜水艇の与圧が重

力計に与える影響，測定地点周辺の海水と陸地が重

力値に及ぼす影響，潜水艇の測定位置の測位精度な

ど，課題が多い重力測量だったと記録されている．

なお，この測量が国土地理院による唯一の海底重力

測量である．また海上保安庁水路部は，1970 年に同

様の測量を実施している（束原，1973）． 
 

3.4.3 相対重力計の検定 
 スプリング式相対重力計では，スプリングに吊し

た錘が，重力とスプリングの復元力で釣り合う位置

を測定して重力を求める．SF が測定をしていない期

間は一定と仮定すると，鉛直に下げたスプリングの

先端に吊した質量 mの錘は，フックの法則により加

重がない時より s = kmg だけ伸びて平衡を保つ．こ

こで s はスプリングの伸び，k はスプリングの弾性

定数，g は重力値である．同じスプリングと錘を用

いた相対重力計であれば k と m は一定で，この km
が SF である．SF は重力計毎に製造者から与えられ，

安定していると言われていたが，この安定性が十分

でないことが測定を積み重ねることで判ってきた

（鈴木，1962）．SF は重力値 gが既知の 2 点以上で

s を測定することで検定することができる．スプリ

ング式相対重力計で期待される精度，例えば 0.1 
mGal より高い精度が必要な場合には，この桁で生じ

る誤差要因を測定の際に出来る限り除く必要がある．

SF は，大きな誤差要因であるため，重力計に用いる

スプリングを膨張係数が小さい材質で作製する，恒

温槽を用いて温度変化を防ぐ，といった処置を行っ

て SF の変化を防ぐよう努めている．また，測定者

は重力計に大きな振動を与えて SF が変化すること

がないよう慎重に機器を扱う必要がある．精度の良

い測定を達成するためには，SF の検定を行って重力

計のスプリングの重力に対する応答を正確に求める

ことが非常に重要である． 
 国土地理院は，1952 年には，この年に導入した

AG1 重力計の SF を求めるため，GSI 型重力振子で

重力値が求められていた Chiba，柿岡及び札幌の重

力点を往復で経由する二等重力測量を実施して検定

を行った（井上ほか，1955）．この検定では，いずれ

も片道の測定で SF を求めたうえ，往復の間に北海

道地方の二等重力測量を実施したため，決定した SF
は，作業中に生じたドリフト，テアによる誤差を含

む可能性が高い．また，GSI 型重力振子で決定した

値で校正したため，GSI 型重力振子及び AG1 重力計

の測定誤差をあわせた 0.7 mGalに達する誤差を持つ

ことが想定された．この測定では，往復の SF の整

合から判断すると，検定で求めた SF に期待できる

精度は 10-3（重力差 200 mGal で約 0.2 mGal の誤差）

程度である．国土地理院では，SF の検定の信頼性を

向上させるため，1954 年，重力差が約 200 mGal あ
る Chiba－柿岡間（地理調査所の目黒移転後は東京

（目黒）－柿岡間）に検定路線を定めて，以降は毎

年測量を実施して AG1 重力計とウォルドン重力計

の SF の検定を行って重力測量に用いた．そのほか，

箱根，鹿野山及び川越を結ぶ検定路線も設置された． 
 ラコスト重力計を導入した 1965 年以降も，同じ

く東京（目黒）－柿岡間の検定路線で SF の検定を

実施した（山本ほか，2018）．検定から，ラコスト重

力計では SF の経年変化が小さいことが確認された

ため，製造者が定めた SF を用いて重力測量を行っ

た．また，ラコスト重力計に特有の周期誤差（測定

ダイアルの回転をバネに伝えるギアの中心が偏るこ

とで生じる誤差）を調査するため，1965 年には検定

路線を細分化し，重力差が約 10 mGal 毎に測定点を

設けて検定を実施したが，路線全体の重力差が 200 
mGal でラコスト重力計の測定レンジを網羅できず，

路線を分割したことで読定回数が増えて読定誤差が

累積する可能性が高いといった課題があったため，

周期誤差の検定としては，有意な測定とはならなか

った． 
 後述の可搬型の GA60 型絶対重力計が導入され，

絶対重力測定が可能となったことで，1989～1992 年

には，新十津川，弘前，筑波，京都，鹿屋，那覇な

ど主に表-2 の基準重力点の間に検定路線を設けて

SF の検定を行った（山本ほか，2018）．これらの路

線では，重力差が大きいところでは 900 mGal に達す

るため，重力差の大きな路線で絶対重力測定を基準

とした正確な SF の決定が期待されたが，ラコスト

重力計を迅速に運搬するため航空機を用いたことで

気圧応答によるテアが発生する，自動車や電車を利

用した移動距離が長いため原因不明のテアが発生す

るなど，機器が安定しないものも多く信頼性の高い

重力差の測定は困難であった．そのため，最も安定

した検定では 10-5 で整合する SF が求められたもの

の，検定のみで全ての測定に用いることができるほ

ど信頼性の高い値は決定できなかった．これらの測

定は，後に SF をパラメータとして網平均計算で推

定する際に活用された．
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標準的な重力測定の手順を定めた作業規程（案）の

作成に活用された． 
 
(4) アスカニア重力計 

1957～1958 年に行われた国際地球観測年（IGY：

International Geophysical Year）では，地球物理学に関

する様々な国際共同観測が行われ，国土地理院はこ

の一環として，1957 年にアスカニア Gs11 相対重力

計（ドイツ Askania- Werke A. G.製，No.105，写真-5，
以下「アスカニア重力計」という．）を用いて千葉市

の地理調査所重力実験室で重力の連続測定を実施し

て地球潮汐の分潮成分（M2，S2，K1，O1）の検出を

試みた（細山・中川，1958）．アスカニア重力計は，

当時の他のスプリング式重力計にはなかった重力の

連続記録装置を備えた画期的な重力計で，重力の時

間変化の測定に用いられた．一方，計測系統に安定

した電力供給が必要で，測定の精度を保つために常

時安定した電源が必要であった．国土地理院は，1958
年，鹿野山測地観測所の構内に重力測定室を整備し，

アスカニア重力計の管理は，同観測所が行った．1968
年 8 月 30 日～11 月 17 日，天体の起潮力の作用に対

する重力計の応答を調べるため，国土地理院，東京

大学理学部，京都大学理学部及び緯度観測所（現国

立天文台水沢 VLBI 観測所）の 4 機関が所有するア

スカニア重力計 4 台に，ラコスト重力計 2 台を含め

た 6 台の重力計を用いて，緯度観測所の観測室で連

続測定が行われた（重力計比較グループ，1969）．な

お，ラコスト重力計では，30 分間隔で目視による読

定が行われた．この報告では，「重力計を用いて重力

の潮汐変化を連続観測する場合において，1 台の重

力計を用いている限り，信頼のおける結果を常に求

めることは不可能である．」とされ，これがアスカニ

ア重力計による国土地理院の最後の測定となった． 
 

 
写真-5 アスカニア Gs11 重力計（奥）と連続記録装置（手

前）（撮影年，撮影場所不明） 

(5) その他（海上重力計，海底重力計） 
 1960 年，ヘルシンキで開催された第 12 回の IUGG
総会において，地球のマントル上部に関する総合的

研究を国際協力で行うことが決議された．これを受

けて 1962 年に国際地球内部開発計画（UMP：Upper 
Mantle Project）が開始された．測地部門では，地殻

変動の検出を目的とした測地測量と重力測量が行わ

れ，国土地理院は，その一環として 1964 年 8 月に海

上保安庁水路部（現海洋情報部）と共同で日本海溝

付近の三陸沖で海上重力測量を実施した（田島，

1966）．測定は，海上保安庁水路部の観測船「拓洋」

（約 750t）に国土地理院が製作した動揺体上重力計

の G.S.I.型海上重力計（写真-6）を搭載して実施し，

海上 121 点で重力を測定した．作業報告書では，G.S.I.
型海上重力計のドリフトは 10 日間で+225 mGal，作

業途中でうねりが大きくなり，特に波に立ち向かう

こととなった東向きのデータは，瞬間的に鉛直加速

度が 105 mGal を超える場合が多々あり，データの過

半数は不良であったと報告されている．その後，1964
～1965 年に小笠原海溝，マリアナ海溝，西南諸島海

溝，フィリピン海等で，1966～1968 年に第 8～9 次

南極地域観測で，1969 年に日本近海で海上重力測量

を行った．測定の精度は 10 mGal と見積もられ，こ

れらの測定から測線の重力異常図が作成された（石

井，1970）．測定から見積もられた G.S.I.型海上重力

計のドリフトは 1～1.5 mGal /日程度で，観測記録装

置の自動化など改良も行われた． 
 

 
写真- 6 国土地理院が製造した動揺体上重力計「G.S.I.型

海上重力計」（撮影年，撮影場所不明） 

 
国土地理院は，1971 年と 1973 年の 2 回，海上保

安庁の潜水調査船「しんかい」に 2 台のラコスト重

力計（G-123 及び G-223）を搭載し，水深 100～500 

m にかけて 100 m 毎に海底重力測量を実施している． 
1971 年の作業報告書では，「潜水調査船が安定せず，

ラコスト重力計のクロスヘアーが大きく振り切れ，

測定が困難であった」とあり，調査船が着底後には，

「クロスヘアーのふれ幅は±3～4 目盛から±1 目盛に

なった」とされ，着底後の振れ幅は小さくなったと

は言え，測定の困難さが伺える．一方，1973 年の作

業報告書では，「読定値が±0.05 mGal で得られたの

で陸上の測定精度と比較できる」とされている．こ

の測量は，海中の重力鉛直勾配の測定，海底重力分

布の調査を目的に実施されたが，潜水艇の与圧が重

力計に与える影響，測定地点周辺の海水と陸地が重

力値に及ぼす影響，潜水艇の測定位置の測位精度な

ど，課題が多い重力測量だったと記録されている．

なお，この測量が国土地理院による唯一の海底重力

測量である．また海上保安庁水路部は，1970 年に同

様の測量を実施している（束原，1973）． 
 

3.4.3 相対重力計の検定 
 スプリング式相対重力計では，スプリングに吊し

た錘が，重力とスプリングの復元力で釣り合う位置

を測定して重力を求める．SF が測定をしていない期

間は一定と仮定すると，鉛直に下げたスプリングの

先端に吊した質量 mの錘は，フックの法則により加

重がない時より s = kmg だけ伸びて平衡を保つ．こ

こで s はスプリングの伸び，k はスプリングの弾性

定数，g は重力値である．同じスプリングと錘を用

いた相対重力計であれば k と m は一定で，この km
が SF である．SF は重力計毎に製造者から与えられ，

安定していると言われていたが，この安定性が十分

でないことが測定を積み重ねることで判ってきた

（鈴木，1962）．SF は重力値 gが既知の 2 点以上で

s を測定することで検定することができる．スプリ

ング式相対重力計で期待される精度，例えば 0.1 
mGal より高い精度が必要な場合には，この桁で生じ

る誤差要因を測定の際に出来る限り除く必要がある．

SF は，大きな誤差要因であるため，重力計に用いる

スプリングを膨張係数が小さい材質で作製する，恒

温槽を用いて温度変化を防ぐ，といった処置を行っ

て SF の変化を防ぐよう努めている．また，測定者

は重力計に大きな振動を与えて SF が変化すること

がないよう慎重に機器を扱う必要がある．精度の良

い測定を達成するためには，SF の検定を行って重力

計のスプリングの重力に対する応答を正確に求める

ことが非常に重要である． 
 国土地理院は，1952 年には，この年に導入した

AG1 重力計の SF を求めるため，GSI 型重力振子で

重力値が求められていた Chiba，柿岡及び札幌の重

力点を往復で経由する二等重力測量を実施して検定

を行った（井上ほか，1955）．この検定では，いずれ

も片道の測定で SF を求めたうえ，往復の間に北海

道地方の二等重力測量を実施したため，決定した SF
は，作業中に生じたドリフト，テアによる誤差を含

む可能性が高い．また，GSI 型重力振子で決定した

値で校正したため，GSI 型重力振子及び AG1 重力計

の測定誤差をあわせた 0.7 mGalに達する誤差を持つ

ことが想定された．この測定では，往復の SF の整

合から判断すると，検定で求めた SF に期待できる

精度は 10-3（重力差 200 mGal で約 0.2 mGal の誤差）

程度である．国土地理院では，SF の検定の信頼性を

向上させるため，1954 年，重力差が約 200 mGal あ
る Chiba－柿岡間（地理調査所の目黒移転後は東京

（目黒）－柿岡間）に検定路線を定めて，以降は毎

年測量を実施して AG1 重力計とウォルドン重力計

の SF の検定を行って重力測量に用いた．そのほか，

箱根，鹿野山及び川越を結ぶ検定路線も設置された． 
 ラコスト重力計を導入した 1965 年以降も，同じ

く東京（目黒）－柿岡間の検定路線で SF の検定を

実施した（山本ほか，2018）．検定から，ラコスト重

力計では SF の経年変化が小さいことが確認された

ため，製造者が定めた SF を用いて重力測量を行っ

た．また，ラコスト重力計に特有の周期誤差（測定

ダイアルの回転をバネに伝えるギアの中心が偏るこ

とで生じる誤差）を調査するため，1965 年には検定

路線を細分化し，重力差が約 10 mGal 毎に測定点を

設けて検定を実施したが，路線全体の重力差が 200 
mGal でラコスト重力計の測定レンジを網羅できず，

路線を分割したことで読定回数が増えて読定誤差が

累積する可能性が高いといった課題があったため，

周期誤差の検定としては，有意な測定とはならなか

った． 
 後述の可搬型の GA60 型絶対重力計が導入され，

絶対重力測定が可能となったことで，1989～1992 年

には，新十津川，弘前，筑波，京都，鹿屋，那覇な

ど主に表-2 の基準重力点の間に検定路線を設けて

SF の検定を行った（山本ほか，2018）．これらの路

線では，重力差が大きいところでは 900 mGal に達す

るため，重力差の大きな路線で絶対重力測定を基準

とした正確な SF の決定が期待されたが，ラコスト

重力計を迅速に運搬するため航空機を用いたことで

気圧応答によるテアが発生する，自動車や電車を利

用した移動距離が長いため原因不明のテアが発生す

るなど，機器が安定しないものも多く信頼性の高い

重力差の測定は困難であった．そのため，最も安定

した検定では 10-5 で整合する SF が求められたもの

の，検定のみで全ての測定に用いることができるほ

ど信頼性の高い値は決定できなかった．これらの測

定は，後に SF をパラメータとして網平均計算で推

定する際に活用された．
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表-2 GA-60 による国内の測定値 
測定点 (FGS) 測定年月 測定数 測定値 (mGal) 単観測の SD (mGal)

筑波 1 9 8 5 .  6 178 979,951. 252 ± 0. 005 0. 064
柿岡 1 9 8 5 .  9 82 979,966. 837 ± 0. 005 0. 047

鹿屋 
1 9 8 6 .  1 82 979,443. 685 ± 0. 007 0. 056
1 9 9 3 .  2 75 979,443. 636 ± 0. 004 0. 038

新十津川 1 9 8 6 .  8 63 980,495. 604 ± 0. 005 0. 039

京都 
19 8 6 . 1 2 126 979,707. 693 ± 0. 003 0. 036
1 9 9 1 .  7 144 979,707. 686 ± 0. 003 0. 041

江刺 1 9 8 7 .  7 144 980,121. 799 ± 0. 003 0. 036
御前崎 19 8 7 . 1 2 129 979,741. 126 ± 0. 006 0. 065
那覇 1 9 8 8 .  1 99 979,096. 029 ± 0. 006 0. 061

松江 
19 8 8 . 1 2 100 979,795. 104 ± 0. 011 0. 106
1 9 9 3 .  7 134 979,794. 845 ± 0. 004 0. 047

弘前 1 9 8 9 .  6 51 980,261. 204 ± 0. 008 0. 055
釧路 1 9 9 0 .  7 202 980,634. 749 ± 0. 003 0. 041
高知 19 9 0 . 1 2 102 979,470. 617 ± 0. 004 0. 044
金沢 1 9 9 2 . 11 138 979,841. 606 ± 0. 006 0. 075

 
ラコスト重力計の検定は，SF の決定の他にも，検

定路線での比較，機器の水平を確保する気泡管の調

整など，相対重力測定の信頼度の向上を目的として，

1968 年以降，年度の当初に重力計の点検及び調整を

継続している．現在の検定路線は，筑波山に設置し

た 10 点の筑波山点検線で実施している（山本ほか，

2018）． 
 
4. 日本重力基準網の構築と絶対重力測定 
4.1 日本重力基準網 1975 構築と背景 

1971 年にモスクワで開催された第 15 回の IUGG
総会では，IGSN71 の構築が採択され，1974 年には，

各国の協力のもと IGSN71 が公表された（Morelli et 
al., 1974）．IGSN71 は，1960 年以降に行われたラコ

スト重力計による相対重力測定約 12,000 個，1967 年

までに行われた重力振子による相対重力測定約

1,200 個，1969 年頃から実用が始まった落体法（落

下式）の絶対重力測定 8 地点 10 回の重力の絶対値

に基づいて構築され，これには，国土地理院が GSI
型重力振子で測定した国際結合（前述）も含まれて

いる．測定に使用された重力振子（GSI 型重力振子

を含む）は，3 本の国際的な重力検定線（アメリカ

検定線，ヨーロッパ・アフリカ検定線，西太平洋検

定線）で検定され，検定線での比較測定，重力計相

互の比較測定から重力網の骨格が構築されている．

IGSN71 では，前述の 10 回の絶対重力測定に最も良

く整合的な重力の絶対値を決定したのち，絶対測定

及び重力振子の測定から網の重力差を決定し，ラコ

スト重力計による長距離測定によってこれらに整合

的な網の大部分の値を決定している．IGSN71 は地

球上の実用上の全範囲において標準偏差 0.1 mGal以
下を達成しており，0.1 mGal に近いのは主要網との

結合が弱い島や高緯度地方に散見されるにすぎずな

い．日本では最大 0.037 mGal で，国内ではこの程度

の相対的な確からしさがあることが想定されている

（鈴木，1976）． 
一方，国土地理院は，第 3 章で述べた重力計を用

いて基準重力点 8 点（Tokyo-B など GSI 型重力振子

による重力点で厳密には現在一等重力点），一等重力

点 89 点及び二等重力点 10,369 点を測定し，ポツダ

ム重力系に基づく日本の重力基準網を構築していた

（Suzuki, 1974）．これらを改訂することで国内の 122
点に対して新たに IGSN71 に準拠する重力値を与え

て JGSN75 を構築した．IGSN71 は，前述のように絶

対値の精度は 0.1 mGal 程度，日本国内では相対的に

0.037 mGal 程度の精度とされているが，IGSN71 に

準拠した JGSN75 は，絶対値では IGSN71 と同じく

± 0.1 mGal，相対的には± 0.035 mGal の精度とされて

いる（国土地理院，1976）． 
 
4.2 絶対重力測定の背景 
国土地理院が構築した JGSN75 は，国際的な基準

である IGSN71 に準拠した基準値を国内の全ての重

力の利用者に提供する画期的な重力基準であるが，

国内では絶対重力測定が行われていない．また，国

内の相対重力測定が高密度かつ高精度に行われるよ

うになったことを受け，IGSN71 に準拠した相対重

力測定の基準値も精度の向上が必要になった．これ

らの課題を解決するために，国内でも絶対重力測定

が必要とされるようになった． 

1978 年 3 月，国土地理院は目黒から茨城県筑波郡

谷田部町（現つくば市）への移転に伴い，構内に重

力測定棟を建設して，地下 1 階から地上 1 階まで吹

き抜けの観測室を設置した．この観測室は，吹き抜

けの高い天井を必要とする大がかりな落下型の重力

計を据え付け，絶対重力測定を行うために設けられ

た．国土地理院はこの時，絶対重力計を保有してい

なかったが，日本重力基準網の精度を維持し，相対

重力計の検定の基準とするとともに，重力の時間変

化を検出するために絶対重力測定の必要性を認識し

ていた．海外では，実用化された絶対重力計で測定

が開始されており，国内では，東京大学地震研究所

が絶対重力計の実用化試験を進めていた．重力測定

棟は，このような絶対重力測定への需要，実現可能

性の高まりを受けて設置された．なお，重力測定棟

の吹き抜けの観測室は空間が広く空調で温度を一定

に保つことが困難であったため，現在は地上 1 階部

分に仕切りが設置され，吹き抜けを塞いでいる． 
 

4.3 国土地理院の絶対重力測定 
(1) GA60 型絶対重力計 

1980 年 3 月，国土地理院は，国際度量衡局 （Bureau 
International des Poids et Mesures，以下「BIPM」とい

う．)の佐久間晃彦が製作した，GA60 型絶対重力計

（フランス Jaeger 社製，写真-7，（Sakuma，1971），
以下「GA60」という．）を導入した． 

 

 
写真-7 GA60 型絶対重力計（撮影年不明，国土地理院重

力測定棟地下 1 階） 
 

GA60 の構成を図-4 に示す．GA60 は，真空中に投

げ上げた試験落体（投げ上げ用コーナーキューブ）

の自由落下をマイケルソン干渉計で測定する装置で

ある．真空中に投げ上げられた試験落体は，重力の

みを受けて自由運動するため，落体の位置（高さ）

の時間変化を測定することで，落体に働く重力を求

めることができる．試験落体の位置と時刻の測定は，

安定した波長のヨウ素安定化 He-Ne レーザと，周波

数安定度が高いルビジウム原子時計を用いて行う．

光源から出たレーザ光は，干渉計内部のハーフミラ

ーで 2 つに分離され，一方は投げ上げ用コーナーキ

ューブへ，もう一方は参照用コーナーキューブへ向

かう異なる光路を通過した後，再び重なり合う．重

なり合ったレーザ光には干渉縞が生じるため，それ

をフォトマル（光電管）で計数し，一定の縞の数ご

とに時間を計測することで，落体の位置の変化とそ

れに要する時間が求まる．このようにして複数の位

置で落体を測定し，測定した位置と時間の組合せか

ら最小二乗法により重力の最確値を求める． 
 

図-4 GA60 による測定の概念図 
 

国土地理院は，GA60 を導入した直後の 1980 年 4 
月 3 日から 22 日間の 8 日間，重力測定棟の基準重

力点「筑波」（以下「筑波 FGS」という．）で試験的

な測定を実施して 102 のデータを取得した．この測

定は，標準偏差は 0.040 mGal 程度であるものの，日

間の較差は 0.1 mGal に達し，IGSN71 との差は約

0.060 mGal に達した（村上・太島，1981）．その後，

1984 年までの 4 年間で GA60 が稼動したのは，前述

の測定を含めた 3 回である．GA60 は精密器械の集

合体で，複雑な電気回路，真空技術及びレーザ発振

技術など，従来の重力計の運用の経験とは異なる技

術や知識を要したため，不具合の特定，修理の際の

フランスの製造者との調整に長期間を要した．こう

した中，装置の一部を自ら改造し，不具合を修理し

て，1985 年に重力測定棟で再稼働に至り，同年 9 月

には柿岡 FGS で初めての移動観測に成功した．測定

で得た筑波 FGS－柿岡 FGS 間の重力差は−15.585 
mGal で，ラコスト重力計で測定した重力差−15.589 
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表-2 GA-60 による国内の測定値 
測定点 (FGS) 測定年月 測定数 測定値 (mGal) 単観測の SD (mGal)

筑波 1 9 8 5 .  6 178 979,951. 252 ± 0. 005 0. 064
柿岡 1 9 8 5 .  9 82 979,966. 837 ± 0. 005 0. 047

鹿屋 
1 9 8 6 .  1 82 979,443. 685 ± 0. 007 0. 056
1 9 9 3 .  2 75 979,443. 636 ± 0. 004 0. 038

新十津川 1 9 8 6 .  8 63 980,495. 604 ± 0. 005 0. 039

京都 
19 8 6 . 1 2 126 979,707. 693 ± 0. 003 0. 036
1 9 9 1 .  7 144 979,707. 686 ± 0. 003 0. 041

江刺 1 9 8 7 .  7 144 980,121. 799 ± 0. 003 0. 036
御前崎 19 8 7 . 1 2 129 979,741. 126 ± 0. 006 0. 065
那覇 1 9 8 8 .  1 99 979,096. 029 ± 0. 006 0. 061

松江 
19 8 8 . 1 2 100 979,795. 104 ± 0. 011 0. 106
1 9 9 3 .  7 134 979,794. 845 ± 0. 004 0. 047

弘前 1 9 8 9 .  6 51 980,261. 204 ± 0. 008 0. 055
釧路 1 9 9 0 .  7 202 980,634. 749 ± 0. 003 0. 041
高知 19 9 0 . 1 2 102 979,470. 617 ± 0. 004 0. 044
金沢 1 9 9 2 . 11 138 979,841. 606 ± 0. 006 0. 075
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0.037 mGal 程度の精度とされているが，IGSN71 に

準拠した JGSN75 は，絶対値では IGSN71 と同じく

± 0.1 mGal，相対的には± 0.035 mGal の精度とされて

いる（国土地理院，1976）． 
 
4.2 絶対重力測定の背景 

国土地理院が構築した JGSN75 は，国際的な基準

である IGSN71 に準拠した基準値を国内の全ての重

力の利用者に提供する画期的な重力基準であるが，
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計を据え付け，絶対重力測定を行うために設けられ

た．国土地理院はこの時，絶対重力計を保有してい
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が絶対重力計の実用化試験を進めていた．重力測定
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う．)の佐久間晃彦が製作した，GA60 型絶対重力計

（フランス Jaeger 社製，写真-7，（Sakuma，1971），
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写真-7 GA60 型絶対重力計（撮影年不明，国土地理院重

力測定棟地下 1 階） 
 

GA60 の構成を図-4 に示す．GA60 は，真空中に投

げ上げた試験落体（投げ上げ用コーナーキューブ）

の自由落下をマイケルソン干渉計で測定する装置で

ある．真空中に投げ上げられた試験落体は，重力の

みを受けて自由運動するため，落体の位置（高さ）

の時間変化を測定することで，落体に働く重力を求

めることができる．試験落体の位置と時刻の測定は，

安定した波長のヨウ素安定化 He-Ne レーザと，周波

数安定度が高いルビジウム原子時計を用いて行う．

光源から出たレーザ光は，干渉計内部のハーフミラ

ーで 2 つに分離され，一方は投げ上げ用コーナーキ

ューブへ，もう一方は参照用コーナーキューブへ向

かう異なる光路を通過した後，再び重なり合う．重

なり合ったレーザ光には干渉縞が生じるため，それ

をフォトマル（光電管）で計数し，一定の縞の数ご

とに時間を計測することで，落体の位置の変化とそ

れに要する時間が求まる．このようにして複数の位

置で落体を測定し，測定した位置と時間の組合せか

ら最小二乗法により重力の最確値を求める． 
 

図-4 GA60 による測定の概念図 
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な測定を実施して 102 のデータを取得した．この測
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間の較差は 0.1 mGal に達し，IGSN71 との差は約

0.060 mGal に達した（村上・太島，1981）．その後，

1984 年までの 4 年間で GA60 が稼動したのは，前述

の測定を含めた 3 回である．GA60 は精密器械の集

合体で，複雑な電気回路，真空技術及びレーザ発振

技術など，従来の重力計の運用の経験とは異なる技

術や知識を要したため，不具合の特定，修理の際の

フランスの製造者との調整に長期間を要した．こう

した中，装置の一部を自ら改造し，不具合を修理し

て，1985 年に重力測定棟で再稼働に至り，同年 9 月

には柿岡 FGS で初めての移動観測に成功した．測定

で得た筑波 FGS－柿岡 FGS 間の重力差は−15.585 
mGal で，ラコスト重力計で測定した重力差−15.589 
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mGal と 0.004mGal の差で一致している（佐々木，

1986）．GA60 は可搬型とされるが，装置一式は体積，

重量ともに大きいため（体積は約 5.9m3，重量は約

980kg），組み立てに 3～4 人が必要で，移動には精密

器械運搬車（4t ロングトラック）を用いた． 
国土地理院は，1985～1994 年の 9 年間で GA60 を

用いて国内 13 か所で移動観測を延べ 16 回行った

（表-2）．1992 年には，第 33 次日本南極地域観測隊

に参加して昭和基地で初めて絶対重力測定を行った

（藤原・渡邉，1992）．1994 年には機器固有の系統

誤差を検証するため，BIPM に重力計を輸送して各

国計量機関の絶対重力計と比較測定を実施した．国

土地理院の GA60 は，この測定で 336 の有効データ

を得たが，他の絶対重力計と平均値で 0.055 mGal の
乖離が見られた（Sasagawa et al., 1995）．その後，GA60
が測定の際に用いる特注の投げ上げ用コーナーキュ

ーブが入手困難となったこと，装置全体が改良を重

ねており，熟練に相当の時間を要すること，後述す

る FG5 絶対重力計が製品化されたことを受けて，こ

の比較測定が GA60 による最後の測定となった． 
GA60 の導入時には，国内に存在する絶対重力計

は，東京大学地震研究所が試作中であった落下式重

力計と緯度観測所の固定式の佐久間式絶対重力計の

二つのみであり，国土地理院の可搬型の GA60 が，

国内 13 か所に重力の絶対値を与えたことは，国土

地理院が JGSN75 に代わる高精度な重力基準網の構

築を進める重要な基盤となった． 
 
(2) FG5 絶対重力計 
 国土地理院は，1993 年に FG5 絶対重力計（米国

AXIS 社（現 Micro-g LaCoste 社）製，写真-8，以下

「FG5」という．）の製造番号 104 番（以下「#104」
という．）を導入した．投げ上げ式の GA60 に対して，

FG5 は自由落下式の絶対重力計で，真空状態の落下

槽の中にある試験落体（自由落下コーナーキューブ）

を格納した容器（ドラッグフリー槽）ごと上昇させ，

駆動ベルトを使って容器を落下させることで，試験

落体は容器からわずかに浮上し，真に重力のみで自

由落下することになり，落下した距離と落下に要し

た時間から重力の絶対値を精密に測定する，ドラッ

グフリー槽方式で測定を行う装置である（図-5）．
FG5 は，GA60 と比べて小さく軽量で組み立ても容

易な上，設置調整後は多くの連続測定が可能である．
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に機動性に優れている．なお，FG5 を用いた測定で

は，それ以前の測定と比べて精度が 1 桁高くなった

ことから，これ以降，重力値の単位を mGal から μGal
（1μGal = 10-3 mGal．）に変更して表記する． 
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FG5（#104）の測定値を採用した．国土地理院は，そ

の後も極地研究所，京都大学等と共同して昭和基地

で FG5 の絶対重力測定を継続している（菅原ほか，

2018）． 
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力の微小な時間変化を検出するなど，精度の良い安

定した測定が達成された．一方，国内の測定では標

準偏差は海外の測定に比べて大きく，同様の精度に

追いついていなかった．この原因は，国内では活発

な人間活動によって不規則な地盤動が大きいこと，
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こと等があげられ，重力係がこうした要因を取り除

く測定手法を工夫し続けることで，徐々にではある

が，標準偏差は小さくなっていった． 
1996 年 4 月からは，3 台の FG5 を用いて，国内の

重力基準網を高精度化するとともに，重力の時間変

化の把握を目的として，国内 50 点の基準重力点の

整備を目標に絶対重力測量を開始した．2015 年まで

の 22 年間には，FG5 を用いて基準重力点 30 点を新

設（移転及び再設を含む．）し，GA60 で測定を行っ

た基準重力点 7 点で再測を行った．1996 年からは，

駿河湾地域の重力変化の監視を目的に，御前崎 FGS
で東京大学地震研究所と共同して絶対重力測量を開

始し，2015 年までに 62 回（うち国土地理院は 41 回）

の測定を実施した．1998 年に岩手山の火山活動が活

発化すると，火山活動の監視を目的に 7 回の絶対重

力測量を実施した．2011 年に平成 23 年（2011 年）

東北地方太平洋沖地震が発生すると，地震に伴う重

力変化の把握を目的に東北・関東地方で 6 回の絶対

重力測量を実施した（山本ほか，2018）．また前述し

た西太平洋地域での研究等，海外では，1993～2005
年の間に，6 か国，12 か所で FG5 を用いて絶対重力

測定を実施した（Takemoto et al., 2006）．この時期，

国土地理院は，FG5 を用いて高精度な絶対重力測定

を行えるアジア地域で唯一の機関であったため，中

国やマレーシアなど東アジアの国々で国土地理院の

FG5 を用いて測定を行い，基準となる絶対重力値を

与えることでアジアの重力基準の構築を進める国際

協力を行った． 
 国土地理院は，導入してから 22 年間，FG5 に多く

の改良を施し，最適な測定手法を確立したことで，

現在では，2～10μGal 程度の精度で測定が可能とな

り，重力の時間変化を議論するために必要な測定精

度を達成している．また，FG5 の精度は，製造者が

示すカタログでは，FG5 間の整合で 2μGal，確度は，

振動が小さい場所で測定した場合に 1μGal とされて

いる．国土地理院の測定では，100～160 回の落下を

1 セットとした際の標準偏差は，測定環境，FG5 の

個体差に依存して数 μGal～数十 μGal のばらつきが

あるが，測定の絶対値は，FG5 間で概ね 5μGal の範

囲で整合している．FG5 は感度が高いため，観測の

精度を維持するためには，測定に影響する要因をで

きるだけ除去する必要がある．測定の際の機器の設

置・調整は，主な誤差要因の一つである．FG5 の操

作手順書は，製造者が提供しているが，手順書が示

す理想的な状態に機器を設置することは困難で，機

器の構成や役割，測定原理を理解したうえで調整を

行うことで，はじめて期待される精度を達成する状

態で測定を行うことができる．国内外の実際の観測

においても，十分な調整ができず測定値がばらつき，

有意な測定が行えなかった事例が存在することから，

信頼できる測定を行うためには，経験から得た知見

を活かして技術を習熟し，最新の注意を払って測定

を行うことが必須となる． 
 
5. まとめ 
 国土地理院は，広く国内に重力の基準を整備し，

世界の標準と整合した基準を維持することを目的と

して，1952 年から半世紀以上にわたって重力測量を

継続してきた．国土地理院の重力測量では，図-6 に

示すように，世界の重力測定の動向を把握し絶え間

なく進む測定技術と重力計の高度化を随時取り入れ

ることによって，精度の良い重力測定を実現してい

る（山本ほか，2018）．こうした取組に基づいて，1976
年には，国際的な重力の基準である IGSN71 に準拠

した日本の重力基準網 JGSN75 を整備し，全国に均

一な精度の重力の基準を提供することが可能となっ

た．また，可搬性の高い効率的な測定が可能となっ

たことで，稠密な重力分布の把握が進展し，重力の

影響を正しく反映した精度の良い標高が全国に展開

されるとともに，近年では，GNSS を用いた標高決

定に不可欠なジオイド・モデルの整備，高精度化に

貢献している．一方，精度の向上に伴い，新たな課

題も明らかになってきた．具体的には，FG5 絶対重

力計を用いて重力測量を行うことで重力の絶対値を

数 μGal の精度で求めることが可能となったため，重

力の基準を与えるにあたって，安定した“標準”の

状態の重力から数 μGal～数十 μGal で生じる局所的

な重力の時間変化を適切に分離できるかが課題とな

った．JGSN2016 は，こうした課題認識に基づいて，

誤差要因の除去や測定方法の改善などを継続して行

うことで実現した新しい重力基準網である．重力計

の開発は日々進んでおり，さらに精度の良い効率的

な測定の実現が視野に入ってきたことから，国土地

理院は，今後もこれらを効果的に取り入れて測定の

精度を向上させるとともに，諸々の課題を考慮して

効果的で効率的な重力測量を行うことで，国内に重

力の基準を与えていく． 
 

（公開日：平成 30 年 12 月 27 日） 
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